
電話

（第 6 章）

（第 4 節）

（第　 1

①

②

③

①

②

100
（2人／2人）

就職率

％
成果指標

（目的の達成
度を測るもの

さし）

【指標の定義（算式等）】

就職者数／雇用者数

【指標の定義（算式等）】

③１人当り年間平均人件費

④＝②×③ 9090 90

その他特財

19年度（予算） 20年度（予定）18年度（決算）

（単位：千円）【事業費の推移】

２　実　施　（ドゥ）

　総　事　業　費 ①＋④ 5,753 5,759

区　　　　分

人 　件 　費
（概算）

道支出金

①合　計

②人　数（年間）

【事務事業を評価する指標（ものさし）】

指　標　名
17年度

指　　　　　標　　　　　値

18年度単位 20年度（目標）19年度（目標）

2

0.00

9,000

0

3,139

0.01

9,000

0

雇用人数 人 05 5

0

活動指標
（事務事業の
活動量や実

績）

80
（4人／5人）

60
（3人／5人）

9,000 9,000

17年度（決算）

0.01 0.01

5,663 5,669

直接事業費

5,6695,663 3,049

3,049

地方債

一般財源

国支出金

　平成19年度事務事業評価調書（継続用）　　　　 北広島市

雇用の促進

上位施策との関
連（総合計画での
位置付け）

　臨時職員としての新規高卒者等の雇用人数
　　　　　　　　　　　　　　　　　2人

施策）

章

別紙１

Ｈ14

整理番号 5-2 作成部署 総務部　総務課
就職支援事業

（新卒雇用対策事業）
事務事業名 内線662

課長職名事務区分

力強い産業活動が展開されるまち

部長職名■自治事務　　□法定受託事務　 伊与　信一

　事務事業開始年度

　〃 終了予定年度

野呂　一司

　臨時職員としての新規高卒者等の雇用人数
　　平成14年度　雇用人数　7人
　　平成15年度　雇用人数　7人
　　平成16年度　雇用人数　6人
　　平成17年度　雇用人数　5人
　　平成18年度　雇用人数　5人

平成19年6月

0

　市内在住の就職が内定していない新規高校・短大・大学卒業者等

　市職員の時間外勤務を縮減し、それを原資に新規高卒者等を雇用する。
新卒者に雇用の場を提供し、業務経験を積んでもらうことで、今後の就労促進に寄与

する。

作成日

労働環境

根拠法令等

１　計　画　（プラン）

なし

　手　　　段
(ここから活動
指標を導きま
す）

　目　　　的
(ここから成果
指標を導きま
す）

対　　象
(誰､又は何を)

　　 意　　図
（何をねらっている
のか｡対象をどのよう
な状態にしたいの
か）

節
施策

18
年
度
ま
で

19
年
度

市が行った
（行う）事務事
業の具体的
な実施内容
（※団体補助
等の場合は
その補助金
による団体の
活動内容を
記載）

4



■

□

□

□

□拡大重点化
□現状継続
□見直し
□統合
■休・廃止
□終了

民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

　　　□有　　　　　■無法律で実施が義務付けられている事務事業か

‐

選択理由、説明等
評
点

チェック項目

・成果指標値から見て、目標の達成度はどの程度か（達
成度合）
・目的を達成するための手段（実施方法）は有効か（手段
有効度合）

３　評　価　（チェック）

公
平
性

整理番号 5-2

2

・投入した予算や人員に見合った効果が得られているか
（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか（同じ経費でもっと効率
的な方法はないか）

妥
当
性

3

2

有
効
性

効
率
性

・市民や社会の要求に合致しているか。
・上位施策を達成するために必要な事務事業か（目的妥
当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か(公共性・公
益性の度合）

４　総合判定と今後の方向性（アクション）

[※参考]

前年度の
２次評価

　判　　　　定

見直し

今後の方向性

今後の方向性（課題と解決方法等）

　道内経済の厳しい状況のなか、新規高卒者等の就労を支援し、地域の雇用確保に寄与す
る必要性から事業が出発したが、道内の雇用情勢に回復の兆しがみられることから、事業開
始時の新規求人倍率と現在の状況、市採用試験への応募状況などから判断し、事業の見直
しを行うこと。

□現状継続
□見直し

　道内の高校新卒者の求人・求職・就職内定状況はか
なり好転しており、本事業への応募も近年減少傾向に
ある。
　上位施策の「雇用の促進」への貢献度は低くなってお
り、本事業の必要性も低くなっている。

　応募者の減少や事業の縮小により、本事業による効
果は限定的である。

民間活力の
活用性評価
（事業担当部
局が評価）

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

民間等で実施または協働して取り組むべきである。

現在一部民間等で実施している。または市民等と協働して実施している。

　投入した予算や人員に見合った効果は得られてい
る。

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏ってい
ないか。

評点区分 　４　適切（十分）　　３　概ね適切（十分）　　２　改善の余地がある　　１　不適切（不十分）　　－　該当なし

今後の方向性

【外部評価】

【２次評価】

外部評価委
員会の総合

判定

　高卒新卒者の応募状況の減少は、
採用条件やＰＲの問題より、雇用状
況の好転を反映したものと考えられ、
本制度が雇用促進のためのワーク
シェアであることを考慮すれば、すで
にその役割を終えたと判断できる。
　札幌市など他市の例をみても、速や
かに廃止すべきである。

■休・廃止
□終了

□統合
■休・廃止

【１次評価】

□拡大重点化
□現状継続
□見直し

事務事業担当部局の
総合判定

□終了

□拡大重点化

□統合

今後の方向性

行財政構造改革推進
本部の総合判定

　道内の雇用状況は好転傾向にあり、本事業への応
募も少なくなっていることなどから、一定の役割は終え
たものと判断でき、事業を廃止すべきと考える。

　平成１９年度の事業実施をもって廃止する。

5



電話

（第 3 章）

（第 5 節）

（第　 3

①

②

③

①

②

　手　　　段
(ここから活動
指標を導きま
す）

　目　　　的
(ここから成果
指標を導きま
す）

対　　象
(誰､又は何を)

　　 意　　図
（何をねらっている
のか｡対象をどのよう
な状態にしたいの
か）

節
施策

18
年
度
ま
で

19
年
度

市が行った
（行う）事務事
業の具体的
な実施内容
（※団体補助
等の場合は
その補助金
による団体の
活動内容を
記載）

根拠法令等

１　計　画　（プラン）

北広島市広報紙発行規則

　①新たな施策や予算概要などを伝える「特集」の編集
　②生活関連情報のほか、行事案内などの情報を伝える「お知らせ」の編集
　③まちの話題や市のさまざまな側面を伝える「みんなの広場」などの編集
　④市民参加や協働を進めるため、できる限り市民などが登場する紙面づくりを進めて
いる。

平成19年6月

18,700

　市民および市内の事業所・企業

　①市の施策を分かりやすく伝える。
　②市・市教委などからの情報を市民に提供する。
　③市内の出来事や活躍している人を紹介する。

作成日

開かれた市政

内線７７４

課長職名事務区分

いきいきとした交流と連携のまち

部長職名■自治事務　　□法定受託事務　 伊与　信一

　事務事業開始年度

　〃 終了予定年度

笠原　昇

整理番号 ８－７ 作成部署 総務部　情報推進課広報紙発行事業事務事業名

　平成19年度事務事業評価調書（継続用）　　　　北広島市

情報の共有

上位施策との関
連（総合計画での
位置付け）

　同　上

施策）

章

別紙１

S9

直接事業費

18,86818,993 18,700

18,700

地方債

一般財源

国支出金

9,000 9,000

17年度（決算）

2.49 2.52

18,993 18,868 18,700

活動指標
（事務事業の
活動量や実

績）

年間発行部数

年間総ページ数 316316

部

ページ

559,100545,700 549,600 559,100

304 320

2.52

9,000

22,680

41,380

2.52

9,000

41,380

【事務事業を評価する指標（ものさし）】

指　標　名
17年度

指　　　　　標　　　　　値

18年度単位 20年度（目標）19年度（目標）

　総　事　業　費 ①＋④ 41,403 41,548

区　　　　分

人 　件 　費
（概算）

道支出金

①合　計

②人　数（年間）

19年度（予算） 20年度（予定）18年度（決算）

（単位：千円）【事業費の推移】

２　実　施　（ドゥ）

③１人当り年間平均人件費

④＝②×③ 22,68022,410 22,680

その他特財

成果指標
（目的の達成
度を測るもの

さし）

【指標の定義（算式等）】

代替指標

【指標の定義（算式等）】
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□

■

□

□

□拡大重点化
□現状継続
■見直し
□統合
□休・廃止
□終了

□終了

□拡大重点化

□統合

今後の方向性

行財政構造改革推進
本部の総合判定

　広報紙作成発行業務を民間委託または市民協働型
により実施する方法を検討する。

　一次評価のとおり。
　紙面を通した「市民と行政の情報共有」「コミュニケー
ションの充実」を目指し、効率的・効果的な広報誌づく
りを進める。

【１次評価】

□拡大重点化
□現状継続
■見直し

事務事業担当部局の
総合判定

　４　適切（十分）　　３　概ね適切（十分）　　２　改善の余地がある　　１　不適切（不十分）　　－　該当なし

今後の方向性

【外部評価】

【２次評価】

外部評価委
員会の総合

判定

　広報紙作成発行についてコストの
削減を図るため、編集の民間委託や
広告の掲載など積極的な取組みが必
要である。

□休・廃止
□終了

□統合
□休・廃止

　市民が情報を得る手段としては１番に挙げられるも
のであり、広報紙発行は妥当と考える。

　市民の生活に密着した情報を、できるだけ分かりや
すく、市民の視点で捉えるよう作業を進めている。概ね
広報紙発行の目的は果たされていると考える。

民間活力の
活用性評価
（事業担当部
局が評価）

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

民間等で実施または協働して取り組むべきである。

現在一部民間等で実施している。または市民等と協働して実施している。

　ＤＴＰ編集（パソコンを使っての制作）により、業務は
効率的と考えられるが、取材や情報収集など、市民と
の協働などの検討が必要である。

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏ってい
ないか。

評点区分

４　総合判定と今後の方向性（アクション）

[※参考]

前年度の
２次評価

　判　　　　定

見直し

今後の方向性

今後の方向性（課題と解決方法等）

　広報紙作成発行業務を民間委託または市民協働型により実施する方法を検討する。
　市政への参加及び参画を促進し、市政に対する理解が深まることに寄与しているか、定期
的に確認し、事業を進めること。

□現状継続
■見直し

4

・投入した予算や人員に見合った効果が得られているか
（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか（同じ経費でもっと効率
的な方法はないか）

妥
当
性

3

4

有
効
性

効
率
性

・市民や社会の要求に合致しているか。
・上位施策を達成するために必要な事務事業か（目的妥
当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か(公共性・公
益性の度合）

３　評　価　（チェック）

公
平
性

整理番号 ８－７

民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

　　　□有　　　　　■無法律で実施が義務付けられている事務事業か

－

選択理由、説明等
評
点

チェック項目

・成果指標値から見て、目標の達成度はどの程度か（達
成度合）
・目的を達成するための手段（実施方法）は有効か（手段
有効度合）

5



電話

（第 1 章）

（第 5 節）

（第　 2

①

②

③

①

② 1.80 1.801.941.92回

5.395.20

11,36965歳以上人口

ふれあい温泉事業参加率

10,788人

5.12

成果指標
（目的の達成
度を測るもの

さし）

【指標の定義（算式等）】

事業参加人数÷65歳以上人口

【指標の定義（算式等）】

1人当たり入浴助成利用回数

入浴助成人数÷65歳以上人口

％

13,24812,243

5.39

③１人当り年間平均人件費

④＝②×③ 5,4005,400 5,400

その他特財 13,019

19年度（予算） 20年度（予定）18年度（決算）

（単位：千円）【事業費の推移】

２　実　施　（ドゥ）

　総　事　業　費 ①＋④ 17,356 18,419

区　　　　分

人 　件 　費
（概算）

道支出金

①合　計

②人　数（年間）

【事務事業を評価する指標（ものさし）】

指　標　名
17年度

指　　　　　標　　　　　値

18年度単位 20年度（目標）19年度（目標）

20,760 22,072

0.60

9,000

5,400

18,485

0.60

9,000

20,182

ふれあい温泉事業参加人数

入浴助成人数（延べ） 23,84622,000

人

人

714561 583 660

14,782

活動指標
（事務事業の
活動量や実

績）

9,000 9,000

17年度（決算）

0.60 0.60

11,956 13,019

直接事業費

13,085

地方債

一般財源

11,956

国支出金

14,782

　平成19年度事務事業評価調書（継続用）　　　　 北広島市

自立と社会参加の促進

上位施策との関
連（総合計画での
位置付け）

同上

施策）

章

別紙１

平成5年度

整理番号 12-8 作成部署 市民部
ふれあい温泉事業(国保会

計)
事務事業名 内線658

課長職名事務区分

安全で安心できるまち

部長職名■自治事務　　□法定受託事務　 三熊秀範

　事務事業開始年度

　〃 終了予定年度

広吉正則

①市内の温泉で老人クラブ単位を基本に事業実施
(内容:保健師による健康相談、血圧測定、クイズやゲーム等を実施)
②65歳以上の市民に温泉入浴(600円)を1回100円の自己負担で利用できる　入浴券10
回分を温泉で配付

平成19年6月

65歳以上の市民

病気・介護などの予防を図る
健康に関する知識を深める
外出の機会を増やす

13,085

作成日

高齢者福祉

根拠法令等

１　計　画　（プラン）

国民健康保険法第８２条（昭和３３年１２月２７日法律第１９２号）
（平成６年改正：保健事業は、保険者の努力義務として位置づけられる。）

　手　　　段
(ここから活動
指標を導きま
す）

　目　　　的
(ここから成果
指標を導きま
す）

対　　象
(誰､又は何を)

　　 意　　図
（何をねらっている
のか｡対象をどのよう
な状態にしたいの
か）

節
施策

18
年
度
ま
で

19
年
度

市が行った
（行う）事務事
業の具体的
な実施内容
（※団体補助
等の場合は
その補助金
による団体の
活動内容を
記載）

4



□

■

□

□

□拡大重点化
□現状継続
■見直し
□統合
□休・廃止
□終了

民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

　　　□有　　　　　■無法律で実施が義務付けられている事務事業か

3

選択理由、説明等
評
点

チェック項目

・成果指標値から見て、目標の達成度はどの程度か（達
成度合）
・目的を達成するための手段（実施方法）は有効か（手段
有効度合）

３　評　価　（チェック）

公
平
性

整理番号 12-8

2

・投入した予算や人員に見合った効果が得られているか
（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか（同じ経費でもっと効率
的な方法はないか）

妥
当
性

2

4

有
効
性

効
率
性

・市民や社会の要求に合致しているか。
・上位施策を達成するために必要な事務事業か（目的妥
当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か(公共性・公
益性の度合）

４　総合判定と今後の方向性（アクション）

[※参考]

前年度の
２次評価

　判　　　　定

見直し

今後の方向性

今後の方向性（課題と解決方法等）

より効果的な健康づくり事業や疾病予防の効果が期待できるプログラムの検討を行うと同時
に、継続する場合も自己負担のあり方を含め内容を再検討する。

□現状継続
■見直し

高齢者の健康増進に対する関心は非常に高いことか
ら、市民の要求には合致している。

老人クラブ単位の事業は参加者の満足度も高く、介護
予防や健康に対する知識普及の効果があると思われ
るが、健康増進につながる効率的なプログラムの検討
が必要。

民間活力の
活用性評価
（事業担当部
局が評価）

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

民間等で実施または協働して取り組むべきである。

現在一部民間等で実施している。または市民等と協働して実施している。

同上

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏ってい
ないか。

平成20年度からはじまる特定健診事業の実施計画と
あわせて検討する。

評点区分 　４　適切（十分）　　３　概ね適切（十分）　　２　改善の余地がある　　１　不適切（不十分）　　－　該当なし

今後の方向性

【外部評価】

【２次評価】

外部評価委
員会の総合

判定

財政j状況が悪化している国民健康保
険会計における支出（医療費）総額を
抑制する目的で、平成20年度からは
４０歳以上を対象に特定健診を行い、
メタボリック該当者等を抽出し集中的
に保健指導を行うことになっていると
のことである。有効性、効率性の観点
からは温泉利用券よりも前述の予防
措置が理にかなっていると考える。

□休・廃止
□終了

□統合
□休・廃止

【１次評価】

□拡大重点化
□現状継続
■見直し

事務事業担当部局の
総合判定

□終了

□拡大重点化

□統合

今後の方向性

行財政構造改革推進
本部の総合判定

本事業は高齢者の健康増進を主たる目的として実施
しているが、健康増進や疾病予防の効果が期待できる
プログラムの組み合わせが望ましい。平成20年度から
はじまる特定健診、特定保険指導の実施にあわせ検
討していきたい。

１次評価のとおり。

5



電話

（第 5 章）

（第 1 節）

（第　 4

①

②

③

①

②

137

96.0

114交流広場延利用団体数

交流広場実利用率

119

％

％

成果指標
（目的の達成
度を測るもの

さし）

【指標の定義（算式等）】

利用実日数÷利用可能日数×100

【指標の定義（算式等）】

戸籍等証明発行件数の伸び率

対前年比

115

101

96.0

110

103

③１人当り年間平均人件費

④＝②×③ 9,0009,000 9,000

その他特財

19年度（予算） 20年度（予定）18年度（決算）

（単位：千円）【事業費の推移】

２　実　施　（ドゥ）

　総　事　業　費 ①＋④ 14,503 14,485

区　　　　分

人 　件 　費
（概算）

道支出金

①合　計

②人　数（年間）

【事務事業を評価する指標（ものさし）】

指　標　名
17年度

指　　　　　標　　　　　値

18年度単位 20年度（目標）19年度（目標）

335

6,382 8,725

1.00

9,000

9,000

18,065

1.00

9,000

18,065

交流広場実利用日数

戸籍・住民票など証明発行件数

107

9,1009,000

日

件

335342 319

9,065

活動指標
（事務事業の
活動量や実

績）

96.7 93.3

9,000 9,000

17年度（決算）

1.00 1.00

5,503 5,485

直接事業費

5,4855,503 5,493

9,065

地方債

一般財源

国支出金

3,572

　平成19年度事務事業評価調書（継続用）　　　　 北広島市

駅周辺まちづくり

上位施策との関
連（総合計画での
位置付け）

　市内全域に「エルフィン市民サービスコーナーの休日における窓口業務」のＰＲに努め
る。また、交流広場及び掲示板の申請受付については、業務内容等を検証しながら休日
についても検討する。

施策）

章

別紙１

H12

整理番号 13-1 作成部署
エルフィンパーク市民
サービスコーナー

エルフィンパーク活用事業事務事業名 ３７６－８８８０

課長職名事務区分

高い機能をもち、活力にあふれるまち

部長職名■自治事務　　□法定受託事務　 三熊　秀範

　事務事業開始年度

　〃 終了予定年度

工藤　友子

　市民サービスコーナーでは、午前7時30分から午後7時30分までを業務時間とする戸籍
等各種証明の交付、交流広場利用申請の許可、ポスター掲示板使用の申請と管理のほ
か、検診受診申請などの受付や市内施設等の案内などの業務を実施している。また、平
成18年４月１日からは、市役所閉庁時の市民の利便を図るために休日（土・日・祝日）を
開所して市民サービスに努めている。

平成19年6月

5,493

市民及びサークル

エルフィンパークを活用し、市民に多様な憩いと集いの場を提供するとともに、市民自
らの活動や交流を促進するために市民やサークルによる展示などのイベントの場を提供
する。さらに、市民サービスコーナーを活用し、戸籍等各種証明の交付などの行政サー
ビスを提供し、市民サービスの向上を図る。

3,572

作成日

市街地整備

根拠法令等

１　計　画　（プラン）

道路法

　手　　　段
(ここから活動
指標を導きま
す）

　目　　　的
(ここから成果
指標を導きま
す）

対　　象
(誰､又は何を)

　　 意　　図
（何をねらっている
のか｡対象をどのよう
な状態にしたいの
か）

節
施策

18
年
度
ま
で

19
年
度

市が行った
（行う）事務事
業の具体的
な実施内容
（※団体補助
等の場合は
その補助金
による団体の
活動内容を
記載）



□

■

□

□

□拡大重点化
□現状継続
■見直し
□統合
□休・廃止
□終了

民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

　　　□有　　　　　■無法律で実施が義務付けられている事務事業か

4

選択理由、説明等
評
点

チェック項目

・成果指標値から見て、目標の達成度はどの程度か（達
成度合）
・目的を達成するための手段（実施方法）は有効か（手段
有効度合）

３　評　価　（チェック）

公
平
性

整理番号 13-1

4

・投入した予算や人員に見合った効果が得られているか
（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか（同じ経費でもっと効率
的な方法はないか）

妥
当
性

3

4

有
効
性

効
率
性

・市民や社会の要求に合致しているか。
・上位施策を達成するために必要な事務事業か（目的妥
当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か(公共性・公
益性の度合）

４　総合判定と今後の方向性（アクション）

[※参考]

前年度の
２次評価

　判　　　　定

現状継続

今後の方向性

今後の方向性（課題と解決方法等）

　18年4月より休日等における証明発行業務を実施しており、現状の利便性を維持するととも
に、交流広場の利用拡大のＰＲに努める。

□現状継続
■見直し

　駅を利用する通勤、通学者及び休日（土・日・祝日）
など市役所閉庁時の行政サービスは、市民の利便性
から妥当と考える。また、交流広場及び掲示板の活用
については、公益性ならびに指標値目標値から見て妥
当と考える。

　交流広場及び掲示板については、成果指標値から
見て概ね目標は達成している。また、休日(土・日・祝
日）業務を開始し、サービスの維持向上が図られてい
る。

民間活力の
活用性評価
（事業担当部
局が評価）

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

民間等で実施または協働して取り組むべきである。

現在一部民間等で実施している。または市民等と協働して実施している。

　早朝（午前7時30分）及び休日業務は、利用者数から
見て費用対効果が若干問われるが、市民の利便性か
らやむを得ないと思われる。

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏ってい
ないか。

　交流広場等においては、道路用地のため受益者負
担は望めない。また、諸証明については、北広島市手
数料徴収条例等に基づき徴収していることから妥当と
考える。

評点区分 　４　適切（十分）　　３　概ね適切（十分）　　２　改善の余地がある　　１　不適切（不十分）　　－　該当なし

今後の方向性

【外部評価】

【２次評価】

外部評価委
員会の総合

判定

行政サービス窓口は、平日、週末、
祝日の各時間帯ごとの利用状況をま
とめ、他市の実情なども考慮して、受
付時間の大胆な見直しを図る。同時
に嘱託職員5人の勤務体制は、民間
会社並みの発想により省エネ型の運
営を目指す。交流広場は、利用料無
料という現状の特性を活かした活用
方法の工夫とＰＲを行う必要があろ
う。

□休・廃止
□終了

□統合
□休・廃止

【１次評価】

□拡大重点化
■現状継続
□見直し

事務事業担当部局の
総合判定

□終了

□拡大重点化

□統合

今後の方向性

行財政構造改革推進
本部の総合判定

　市民に多様な憩いと集いの場を提供して、市民の自
主的な活動を支援するとともに、行政サービスにおい
ては、平日及び休日の業務内容等を検証しながら今
後も継続する。

引き続き市民活動の場を提供するほか、18年度から
延長した行政サービス窓口の開設時間については、
利用者数の推移、利用内容などを検証のうえ、効率化
を目指した検討を進める。



電話

（第 2 章）

（第 3 節）

（第　 1

①

②

③

①

②

1環境監視員配置数

測定に基づく指導件数

1人

成果指標
（目的の達成
度を測るもの

さし）

【指標の定義（算式等）】

代替指標

【指標の定義（算式等）】

11

③１人当り年間平均人件費

④＝②×③ 2,2502,250 2,250

その他特財

19年度（予算） 20年度（予定）18年度（決算）

（単位：千円）【事業費の推移】

２　実　施　（ドゥ）

　総　事　業　費 ①＋④ 9,513 7,956

区　　　　分

人 　件 　費
（概算）

道支出金

①合　計

②人　数（年間）

【事務事業を評価する指標（ものさし）】

指　標　名
17年度

指　　　　　標　　　　　値

18年度単位 20年度（目標）19年度（目標）

6

697 701

0.25

9,000

2,250

8,150

0.25

9,000

8,150

環境測定委託件数

環境測定データ 688696

件

件

66 6

5,900

活動指標
（事務事業の
活動量や実

績）

1 -

9,000 9,000

17年度（決算）

0.25 0.25

7,263 5,706

直接事業費

5,7067,263 5,900

5,900

地方債

一般財源

国支出金

　平成19年度事務事業評価調書（継続用）　　　　北広島市

環境保全対策の推進、公害の防止

上位施策との関
連（総合計画での
位置付け）

同上

施策）

章

別紙１

S５０年代

整理番号 17-3 作成部署 環境部環境課
環境保全事業（各種環境測

定、監視）
事務事業名 内線768

課長職名事務区分

環境と共生する快適なまち

部長職名■自治事務　　□法定受託事務　 石井　潤一郎

　事務事業開始年度

　〃 終了予定年度

中村　博司

・各種環境測定の実施（大気・水質・騒音・悪臭・農薬）
・環境監視員の配置（ゴルフ場の農薬使用等の指導及び現地調査等）
・環境汚染の調査、公害発生源の監視及び指導
・アスベスト気中濃度測定

平成19年6月

5,900

北広島の環境

事業者等に対して公害関係法令の遵守及び各種環境測定やゴルフ場での農薬等の使
用状況等を監視して、公害の未然防止と生活環境の保全を図る。

作成日

環境保全

根拠法令等

１　計　画　（プラン）

大気汚染防止法、騒音規制法、悪臭防止法、北海道公害防止条例、北広島市環境基
本条例、北広島市ゴルフ場農薬等安全使用指導要綱、北広島市環境監視員設置規程

　手　　　段
(ここから活動
指標を導きま
す）

　目　　　的
(ここから成果
指標を導きま
す）

対　　象
(誰､又は何を)

　　 意　　図
（何をねらっている
のか｡対象をどのよう
な状態にしたいの
か）

節
施策

18
年
度
ま
で

19
年
度

市が行った
（行う）事務事
業の具体的
な実施内容
（※団体補助
等の場合は
その補助金
による団体の
活動内容を
記載）

4



■

□

□

□

□拡大重点化

□見直し
□統合
□休・廃止
□終了

民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

　　　■有　　　　　□無法律で実施が義務付けられている事務事業か

-

選択理由、説明等
評
点

チェック項目

・成果指標値から見て、目標の達成度はどの程度か（達
成度合）
・目的を達成するための手段（実施方法）は有効か（手段
有効度合）

３　評　価　（チェック）

公
平
性

整理番号 17-3

3

・投入した予算や人員に見合った効果が得られているか
（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか（同じ経費でもっと効率
的な方法はないか）

妥
当
性

3

4

有
効
性

効
率
性

・市民や社会の要求に合致しているか。
・上位施策を達成するために必要な事務事業か（目的妥
当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か(公共性・公
益性の度合）

４　総合判定と今後の方向性（アクション）

[※参考]

前年度の
２次評価

　判　　　　定

現状継続

今後の方向性

今後の方向性（課題と解決方法等）

１次評価（今後も継続して、環境測定・監視を実施するとともに、測定結果などをホームペー
ジ等に掲載し、積極的に公表する）のとおり、環境測定により安全で快適な生活環境維持を
継続する。

■現状継続
□見直し

公害の未然防止と健康で安全かつ快適な生活環境の
達成を図るため、環境測定や監視は行政が積極的に
関与することは必要である。

測定結果をもとに事業者に対して指導・勧告を行うとと
もに監視活動による未然防止等が図られている。

民間活力の
活用性評価
（事業担当部
局が評価）

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

民間等で実施または協働して取り組むべきである。

現在一部民間等で実施している。または市民等と協働して実施している。

測定項目や調査地点を厳選して実施している各種測
定は概ね効率的と考えるが、悪臭苦情については、工
場が起因するものより家畜排泄物によるものが多いこ
とから、農政サイドとも連携して必要な指導及び助言を
行うとともに立入検査も実施する。

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏ってい
ないか。

評点区分 　４　適切（十分）　　３　概ね適切（十分）　　２　改善の余地がある　　１　不適切（不十分）　　－　該当なし

今後の方向性

【外部評価】

【２次評価】

外部評価委
員会の総合

判定

環境測定・監視を定期的に実施し、
基準を超える数値が生じた場合、悪
臭等に対し苦情があった場合など、
住民の安全と快適な環境保持の観点
から、より迅速な体制による対応が必
要である。

□休・廃止
□終了

□統合
□休・廃止

【１次評価】

□拡大重点化
■現状継続
□見直し

事務事業担当部局の
総合判定

今後の方向性

行財政構造改革推進
本部の総合判定

市内の環境の状況を把握するため各種測定、監視を
継続して実施するとともに、測定結果をホームページ
に掲載して市民へ公表する。

環境測定の結果を市民に向けて分かりやすく公表する
ほか、悪臭や汚染などの苦情に対して的確な対応に
努めていく。

■現状継続

□終了

□拡大重点化

□統合

5



電話

（第 1 章）

（第 5 節）

（第　 2

①

②

③

①

②

1,451

9,100

利用延べ人数

人

円

成果指標
（目的の達成
度を測るもの

さし）

【指標の定義（算式等）】

代替指標

【指標の定義（算式等）】

利用者一人当たりのコスト

総事業費÷利用延べ人数

1,408

9,200

1,407

③１人当り年間平均人件費

④＝②×③ 450450 450

その他特財 11,129

19年度（予算） 20年度（予定）18年度（決算）

（単位：千円）【事業費の推移】

２　実　施　（ドゥ）

　総　事　業　費 ①＋④ 13,041 11,579

区　　　　分

人 　件 　費
（概算）

道支出金

①合　計

②人　数（年間）

【事務事業を評価する指標（ものさし）】

指　標　名
17年度

指　　　　　標　　　　　値

18年度単位 20年度（目標）19年度（目標）

300

1,445 1,564

0.05

9,000

450

12,804

0.05

9,000

12,950

年間運行日数

竹山温泉行き臨時運行分利用者数

1,448

1,5001,500

日

人

300306 272

12,500

活動指標
（事務事業の
活動量や実

績）

9,009 7,978

9,000 9,000

17年度（決算）

0.05 0.05

12,591 11,129

直接事業費

12,354

地方債

一般財源

12,591

国支出金

12,500

　平成19年度事務事業評価調書（継続用）　　　　 北広島市

自立と社会参加の促進

上位施策との関
連（総合計画での
位置付け）

同　上

施策）

章

別紙１

平成4年

整理番号 19-1 作成部署 保健福祉部　福祉課
(生きがい福祉事業)
福祉バス運行事業

事務事業名 内線800

課長職名事務区分

安全で安心できるまち

部長職名■自治事務　　□法定受託事務　 三上　正美

　事務事業開始年度

　〃 終了予定年度

中西　敏夫

　高齢者の団体やグループ、障がい者団体、ボランティア団体を対象にバスを貸し出して
いる。需要期(5月～10月)には、借上げバスを複数台用意し、ニーズに応えてる。また、
冬期間(11月～4月)には、ふれあい温泉事業(市民課)に協力し、竹山高原温泉行きの臨
時運行(市内5地区から月1～2回)を行っている。なお、平成17年8月から受益者負担とし
て利用料金を運行１日につき６千円、運転手が宿泊を必要とする時は、別途1泊につき８
千円（宿泊代）。

平成19年6月

高齢者、障害者及び福祉関係等の団体

福祉バスを運行することにより、高齢者の生きがいづくり、障がい者の社会参加や福祉
団体の育成を促進し、福祉の向上を図る。

12,354

作成日

高齢者福祉

根拠法令等

１　計　画　（プラン）

北広島市福祉バス運行要綱

　手　　　段
(ここから活動
指標を導きま
す）

　目　　　的
(ここから成果
指標を導きま
す）

対　　象
(誰､又は何を)

　　 意　　図
（何をねらっている
のか｡対象をどのよう
な状態にしたいの
か）

節
施策

18
年
度
ま
で

19
年
度

市が行った
（行う）事務事
業の具体的
な実施内容
（※団体補助
等の場合は
その補助金
による団体の
活動内容を
記載）



□

□

□

■

□拡大重点化
■現状継続
□見直し
□統合
□休・廃止
□終了

市が事業を行うことにより、高齢者の生きがいづくり、
障がい者の社会参加や福祉団体の育成ができ利用者
のニーズに応えることができる。

高齢者社会の現状を考慮すると高齢者の生きがい・社
会参加は不可欠である。需要時期（夏期）には借上回
数を増すことにしている。

・利用団体の把握や利用形態を知ることで福祉行政に
直結した事業のあり方を検討できるメリットもある。
・市所有バスを優先的に使用してもらい稼働率を高め
るようにしている。

平成17年8月から一部受益負担の導入を行った。

民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

　　　□有　　　　　■無法律で実施が義務付けられている事務事業か

3

選択理由、説明等
評
点

チェック項目

・成果指標値から見て、目標の達成度はどの程度か（達
成度合）
・目的を達成するための手段（実施方法）は有効か（手段
有効度合）

３　評　価　（チェック）

公
平
性

整理番号 19-1

3

・投入した予算や人員に見合った効果が得られているか
（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか（同じ経費でもっと効率
的な方法はないか）

妥
当
性

3

4

有
効
性

効
率
性

・市民や社会の要求に合致しているか。
・上位施策を達成するために必要な事務事業か（目的妥
当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か(公共性・公
益性の度合）

前年度の
２次評価

　判　　　　定

現状継続

今後の方向性

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏ってい
ないか。

評点区分

４　総合判定と今後の方向性（アクション）

[※参考]

■現状継続
□見直し

民間活力の
活用性評価
（事業担当部
局が評価）

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

民間等で実施または協働して取り組むべきである。

現在一部民間等で実施している。または市民等と協働して実施している。

□休・廃止
□終了

□統合
□休・廃止

今後の方向性（課題と解決方法等）

　４　適切（十分）　　３　概ね適切（十分）　　２　改善の余地がある　　１　不適切（不十分）　　－　該当なし

今後の方向性

【外部評価】

外部評価委
員会の総合

判定

【１次評価】

□拡大重点化
■現状継続
□見直し

事務事業担当部局の
総合判定

高齢者団体のニーズが依然として高いので、今後も利
用促進を図っていく｡

　１次評価（17年8月から、受益者負担を求めることとなり、利用人数が若干減少したが、依然
ニーズは高い。今後は、市民活動団体などの利用促進を図って行く）のとおり。

□終了

□拡大重点化

□統合

今後の方向性

行財政構造改革推進
本部の総合判定

利用人数が若干減少していることから、市所有バスを
中心に有効利用を図る必要がある。

【２次評価】

高齢者の生きがいづくりや障がい者
の社会参加の促進など福祉の向上を
目的とする福祉バスの稼働率を上げ
るため、各種団体の利用促進はもと
より、冬期間には「ふれあい温泉事
業」等と連携を図り、多数の人に周知
することも大切である。
　また、市所有の福祉バスについて、
購入から１５年が経過していることか
ら、更新にあたっては、経済性や利便
性などを十分検討する必要がある。



電話

（第 1 章）

（第 4 節）

（第　 2

①

②

③

①

②

　手　　　段
(ここから活動
指標を導きま
す）

　目　　　的
(ここから成果
指標を導きま
す）

対　　象
(誰､又は何を)

　　 意　　図
（何をねらっている
のか｡対象をどのよう
な状態にしたいの
か）

節
施策

18
年
度
ま
で

19
年
度

市が行った
（行う）事務事
業の具体的
な実施内容
（※団体補助
等の場合は
その補助金
による団体の
活動内容を
記載）

根拠法令等

１　計　画　（プラン）

障害者自立支援法第７７条第１項第２号

手話通訳者・要約筆記者の派遣。手話通訳者・要約筆記者の養成。朗読・点訳ボラン
ティアの養成。点字・声の広報の発行。要約筆記者の派遣制度は、Ｈ１８年１０月から新
たに実施。

平成19年6月

2,156

聴覚、言語機能、音声機能、視覚障がい者

聴覚、言語機能、音声機能、視覚障がい者とその他の人との意思疎通を円滑に行うた
め、手話通訳、要約筆記、点訳など行う

1,444

作成日

障害福祉

内線８１２

課長職名事務区分

安全で安心できるまち

部長職名■自治事務　　□法定受託事務　 三上正美

　事務事業開始年度

　〃 終了予定年度

中西敏夫

整理番号 19－6 作成部署 福祉課コミュニケーション支援事業事務事業名

　平成19年度事務事業評価調書（継続用）　　　　 北広島市

社会参加の促進

上位施策との関
連（総合計画での
位置付け）

同上

施策）

章

別紙１

Ｈ６

1,244

直接事業費

1,6951,542 1,878

5,613

地方債

一般財源

国支出金

9,000 9,000

2,491

17年度（決算）

1,233

1.02 1.02

4,742 5,010

2,082

6,493

10 8

活動指標
（事務事業の
活動量や実

績）

408 470

手話通訳者・要約筆記者

手話通訳者・要約筆記者の養成

33

3028

人

人

2715 22 24

14 26

1.02

9,000

9,180

14,793

1.02

9,000

15,673

【事務事業を評価する指標（ものさし）】

指　標　名
17年度

指　　　　　標　　　　　値

18年度単位 20年度（目標）19年度（目標）

　総　事　業　費 ①＋④ 13,922 14,190

区　　　　分

人 　件 　費
（概算）

道支出金

2,296

①合　計

②人　数（年間）

19年度（予算） 20年度（予定）18年度（決算）

（単位：千円）【事業費の推移】

２　実　施　（ドゥ）

2,893

③１人当り年間平均人件費

④＝②×③ 9,1809,180 9,180

904

その他特財

20

30

8 10

510

20

30千円

成果指標
（目的の達成
度を測るもの

さし）

【指標の定義（算式等）】

代替指標

【指標の定義（算式等）】

総事業費/派遣件数+点字・声の広報
発行者数

30

485

18朗読・点訳ボランティアの養成

点字・声の広報の発行

延べ派遣件数

19

人

回

人



■

□

□

□

□拡大重点化
■現状継続
□見直し
□統合
□休・廃止
□終了

□終了

□拡大重点化

□統合

今後の方向性

行財政構造改革推進
本部の総合判定

コミュニケーションを図ることが困難な人を支援する事
業である。近年、手話通訳の派遣件数が増加してい
る。中でも医療など高度な技術を必要とする通訳が増
えている。このことから、専門講座を通して登録通訳者
の更なるレベルアップを図り、登録通訳者を週2日から
3日福祉課に配置し対応していく。また、行政情報を的
確に提供するため、音声コードを広報誌等に導入して
いく。

登録手話通訳者派遣制度の有効利用を図るとともに、
今後も人材育成に努める。また、音声コードについて
は、利用者や関係者などと十分協議のうえ、今後の方
向性を定める必要がある。

【１次評価】

■拡大重点化
□現状継続
□見直し

事務事業担当部局の
総合判定

　４　適切（十分）　　３　概ね適切（十分）　　２　改善の余地がある　　１　不適切（不十分）　　－　該当なし

今後の方向性

【外部評価】

【２次評価】

外部評価委
員会の総合

判定

手話通訳者の派遣増加に伴い、専任
者の負担も増加傾向にあるが、養成
講座の充実、登録者の増加、手当の
あり方など登録制度の見直しと登録
者の活用拡大により、事業内容の充
実を図るべきである。

□休・廃止
□終了

□統合
□休・廃止

聴力障がい者等が日常生活で、意思疎通を円滑に行
うために通訳者等を派遣するコミュニケーション事業で
ある。平成１８年１０月から障害者自立支援法「市町村
地域生活支援事業」の中の必須事業に位置づけられ
ている。

必要に応じ通訳者を派遣している。また、養成講座を
開催し通訳者の技術向上を図っている。点字・声の広
報を発行し行政情報を提供している。

民間活力の
活用性評価
（事業担当部
局が評価）

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

民間等で実施または協働して取り組むべきである。

現在一部民間等で実施している。または市民等と協働して実施している。

コミュニケーション支援のための派遣や養成を図る事業である

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏ってい
ないか。

日常生活を支えるコミュニケーション支援のため、派遣
料等は無償としている

評点区分

４　総合判定と今後の方向性（アクション）

[※参考]

前年度の
２次評価

　判　　　　定 今後の方向性

今後の方向性（課題と解決方法等）

■現状継続
□見直し

3

・投入した予算や人員に見合った効果が得られているか
（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか（同じ経費でもっと効率
的な方法はないか）

妥
当
性

3

4

有
効
性

効
率
性

・市民や社会の要求に合致しているか。
・上位施策を達成するために必要な事務事業か（目的妥
当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か(公共性・公
益性の度合）

３　評　価　（チェック）

公
平
性

整理番号 19－6

民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

　　　■有　　　　　□無法律で実施が義務付けられている事務事業か

4

選択理由、説明等
評
点

チェック項目

・成果指標値から見て、目標の達成度はどの程度か（達
成度合）
・目的を達成するための手段（実施方法）は有効か（手段
有効度合）



電話

（第 1 章）

（第 4 節）

（第　 2

①

②

③

④

①

②

　手　　　段
(ここから活動
指標を導きま
す）

　目　　　的
(ここから成果
指標を導きま
す）

対　　象
(誰､又は何を)

　　 意　　図
（何をねらっている
のか｡対象をどのよう
な状態にしたいの
か）

節
施策

18
年
度
ま
で

19
年
度

市が行った
（行う）事務事
業の具体的
な実施内容
（※団体補助
等の場合は
その補助金
による団体の
活動内容を
記載）

根拠法令等

１　計　画　（プラン）

障害者自立支援法第７７条第１項第３号、３項

平成18年10月から障害者自立支援法の地域生活支援事業に位置づけられた、移動支
援（ガイドヘルプ）、日中一時支援、入浴サービスを提供する。移動支援については、通
勤・通学を加え外出範囲の拡大を図った。障がいのある中・高生を対象としたタイムケア
事業を障がい者等に拡大し日中一時支援事業とした。入浴サービスについては、対象を
重度心身障がい児から児・者に拡大した。

平成19年6月

15,500

在宅の障がい児者

在宅の障がい児者の日中活動と社会参加を促進する

6,000

作成日

障害福祉

内線８１２

課長職名事務区分

安全で安心できるまち

部長職名■自治事務　　□法定受託事務　 三上正美

　事務事業開始年度

　〃 終了予定年度

中西敏夫

整理番号 19－7 作成部署 福祉課
（地域生活支援事業）
社会生活支援事業

事務事業名

　平成19年度事務事業評価調書（継続用）　　　　 北広島市

社会参加の促進

上位施策との関
連（総合計画での
位置付け）

移動支援（ガイドヘルプ）、日中一時支援、入浴サービスの提供の他、身体障害者デイ
サービスを地域生活支援事業の枠組みに取り入れた。

施策）

章

別紙１

Ｈ１８

5,917

直接事業費

12,115 15,366

33,118

地方債

一般財源

国支出金

9,000

11,835

17年度（決算）

2,418

0.60

0 17,877

3,344

33,500

2,675

活動指標
（事務事業の
活動量や実

績）

- 228

支給決定者数

実利用人数 235220

人

人

235- 205 220

- 102

0.60

9,000

5,400

38,518

0.60

9,000

38,900

【事務事業を評価する指標（ものさし）】

指　標　名
17年度

指　　　　　標　　　　　値

18年度単位 20年度（目標）19年度（目標）

　総　事　業　費 ①＋④ 0 23,277

区　　　　分

人 　件 　費
（概算）

道支出金

①合　計

②人　数（年間）

19年度（予算） 20年度（予定）18年度（決算）

（単位：千円）【事業費の推移】

２　実　施　（ドゥ）

12,000

③１人当り年間平均人件費

④＝②×③ 5,4000 5,400

その他特財

2,350

6,048 6,528

166

2,200

成果指標
（目的の達成
度を測るもの

さし）

【指標の定義（算式等）】

代替指標
総事業費/支援実利用人数

【指標の定義（算式等）】

175

842年間延べ利用回数（入浴、日中、デイ）

年間延べ利用時間（移動）

１人当たりコスト

Ｈ

千円

回

4



■

□

□

□

□拡大重点化
■現状継続
□見直し
□統合
□休・廃止
□終了

□終了

□拡大重点化

□統合

今後の方向性

行財政構造改革推進
本部の総合判定

障がい児・者の自立を目指した、地域における社会参
加を促進する事業であり継続していく。

1次評価のとおり

【１次評価】

□拡大重点化
■現状継続
□見直し

事務事業担当部局の
総合判定

　４　適切（十分）　　３　概ね適切（十分）　　２　改善の余地がある　　１　不適切（不十分）　　－　該当なし

今後の方向性

【外部評価】

【２次評価】

外部評価委
員会の総合

判定

障がい児・者の自立と社会参加、介
護家庭の支援などを目指した本事業
は、日中一時支援や入浴サービス、
デイサービスなど本市独自の事業を
効果的に展開、周辺他市に比べ充実
した内容になっている。継続実施すべ
きである。

□休・廃止
□終了

□統合
□休・廃止

障がい児者の自立と社会参加を促進する事業である。

障がい者の社会参加が図られるとともに、家族の一時
的な休息と親の就労支援にもつながっている。

民間活力の
活用性評価
（事業担当部
局が評価）

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

民間等で実施または協働して取り組むべきである。

現在一部民間等で実施している。または市民等と協働して実施している。

障がい者がサービスを選択・組み合わせて利用してい
る。

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏ってい
ないか。

受益者負担は法令に準じた負担としている。また、所得課税
状況に応じ地域生活支援事業の中で合算した、一定の上限
額を設定している。利用に当たっては、サービス提供事業者
の選定は障がい者や家族が行うこととしている。

評点区分

４　総合判定と今後の方向性（アクション）

[※参考]

前年度の
２次評価

　判　　　　定 今後の方向性

今後の方向性（課題と解決方法等）

■現状継続
□見直し

4

・投入した予算や人員に見合った効果が得られているか
（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか（同じ経費でもっと効率
的な方法はないか）

妥
当
性

3

4

有
効
性

効
率
性

・市民や社会の要求に合致しているか。
・上位施策を達成するために必要な事務事業か（目的妥
当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か(公共性・公
益性の度合）

３　評　価　（チェック）

公
平
性

整理番号 19－7

民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

　　　■有　　　　　□無法律で実施が義務付けられている事務事業か

4

選択理由、説明等
評
点

チェック項目

・成果指標値から見て、目標の達成度はどの程度か（達
成度合）
・目的を達成するための手段（実施方法）は有効か（手段
有効度合）

5



電話

（第 1 章）
（第 3 節）
（第　 1

・同上　　（継続実施）  

利用内訳  （件）
非定型
緊   急
私   的

利用1件当りの経費
(総事業費／年間延べ利用件数）

定員充足率

年間利用件数

開園日＊定員6名

円 5,487 7,621 5,956

123
51

〃
％

成果指標
（目的の達成
度を測るもの

さし）

332 400 400

91 100 100

活動指標
（事務事業の
活動量や実

績）

件 396

640 800 800件 911

〃 392

年間延べ利用件数  (件）

4,964

【事務事業を評価する指標（ものさし）】

指　標　名
指　　　　　標　　　　　値

単位 17年度 18年度 19年度（目標） 20年度（目標）

　総　事　業　費 ①＋④ 4,999 4,878 4,765

9,000 9,000
④＝②×③ 1,800 1,800 1,800 1,800

3,164

人 　件 　費
（概算）

②人　数（年間） 0.20 0.20 0.20 0.20
③１人当り年間平均人件費 9,000 9,000

①合　計 3,199 3,078 2,965

1,300
一般財源 768 1,189 824 1,000
その他特財 1,567 1,025 1,277

864 864 864
地方債

19年度（予算） 20年度（予定）

直接事業費

国支出金
道支出金 864

区　　　　分 17年度（決算） 18年度（決算）

２　実　施　（ドゥ）
【事業費の推移】 （単位：千円）

　手　　　段
(ここから活動
指標を導きま
す）

市が行った
（行う）事務事
業の具体的
な実施内容
（※団体補助
等の場合は
その補助金
による団体の
活動内容を
記載）

18
年
度
ま
で

平成１５年６月から市立すみれ保育園で実施～１日６名定員　　午前９時～午後５時まで
３歳未満児日額２，０００円．３歳以上児１，２００円．別途給食代300円（生保・母子・身障非課
税世帯減免制度あり）
①非定期型保育サービス事業（保護者の短時間・不定期勤務に対応する保育）～月１２日以
内
②緊急保育サービス事業（保護者の傷病・入院等に対応する保育）～月１２日以内
③私的理由保育サービス事業（専業主婦家庭の育児疲労ストレス解消に対応する保育）～月２日以内

19
年
度

　目　　　的
(ここから成果
指標を導きま
す）

対　　象
(誰､又は何を)

児童福祉法第２４条の規定による一般的な保育の実施の対象とならない児童のう
ち、一時保育を必要とする１歳６ヵ月から就学前児童をもつ世帯

　　 意　　図
（何をねらっている
のか｡対象をどのよう
な状態にしたいの
か）

パートタイム就労や短時間勤務など勤務形態の多様化や核家族化の進行により、家
族や社会が変化するなかで、保護者の急病・看病等や専業主婦家庭の育児疲れ解
消など、一時的な保育の需要に対応することにより地域の子育て支援の充実を図
る。

施策 子育て支援の充実 施策）

１　計　画　（プラン）
上位施策との関
連（総合計画での
位置付け）

章 安全で安心できるまち

節 児童福祉

　事務事業開始年度 Ｈ１５
根拠法令等 北広島市一時保育事業実施要綱

　〃 終了予定年度

課長職名 八町史郎 作成日 平成１9年6月事務区分 ■自治事務　　□法定受託事務　 部長職名 高田信夫 

別紙１ 　平成19年度事務事業評価調書（継続用）　　　　 北広島市

整理番号 20-1 事務事業名 一時保育事業 作成部署保健福祉部児童家庭課 内線８０１

6,205

217 300 300

37 46 46



□
■
□
□

□拡大重点化
■現状継続
□見直し
□統合
□休・廃止
□終了

前年度の
２次評価

現状継続 利用者の増加に対応すべく、受け入れ態勢の強化を図る。

□終了

[※参考] 　判　　　　定 今後の方向性

□終了

【２次評価】 今後の方向性

行財政構造改革推進
本部の総合判定

利用者ニ－ズを的確につかみ引き続き事業を実施
するとともに、外部評価で示されたように、実施地
区の拡大などで受入体制の充実を検討する必要が
ある。

□拡大重点化
■現状継続
□見直し
□統合
□休・廃止

外部評価委
員会の総合

判定

事務事業担当部局の
総合判定

利用者ニ－ズを的確につかみ引き続き事業を実施
する。

□拡大重点化
■現状継続
□見直し

今後の方向性 □統合

現状の受入体制では本事業に対す
る高い市民ニーズを十分吸収しきれ
てはいない。一時保育という運営上
の制約を考えると、定員充足率が低
いままで推移しているのもやむを得
ないと判断される。
　ファミリーサポートセンター事業の
開始など保護者の選択肢も増えては
いるが、今後、実施地区の拡大や定
員増などの受入体制の充実を図る必
要がある。

□休・廃止

４　総合判定と今後の方向性（アクション）

【外部評価】 【１次評価】 今後の方向性（課題と解決方法等）

民間活力の
活用性評価
（事業担当部
局が評価）

民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。
民間等での実施または市民等との協働が可能である。
民間等で実施または協働して取り組むべきである。
現在一部民間等で実施している。または市民等と協働して実施している。

評点区分 　４　適切（十分）　　３　概ね適切（十分）　　２　改善の余地がある　　１　不適切（不十分）　　－　該当な

法律で実施が義務付けられている事務事業か 　　　□有　　　　　■ 無

公
平
性

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏って
いないか。

3 他市町村比較して妥当な負担額と判断できる。

効
率
性

・投入した予算や人員に見合った効果が得られているか
（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか（同じ経費でもっと効率
的な方法はないか）

3 ほぼ毎日利用があり利用者ニ－ズに対応している。

有
効
性

・成果指標値から見て、目標の達成度はどの程度か（達
成度合）
・目的を達成するための手段（実施方法）は有効か（手
段有効度合）

3
毎年の利用者人数にバラツキがあるものの、年延
べ利用人数800件前後の利用がある。

妥
当
性

・市民や社会の要求に合致しているか。
・上位施策を達成するために必要な事務事業か（目的
妥当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か(公共性・
公益性の度合）

3
実施園が1ケ所のため市全体のニ－ズに対応しき
れていない現状がある。

チェック項目
評
点

選択理由、説明等

整理番号 20-1

３　評　価　（チェック）



電話

（第 1 章）

（第 3 節）

（第　 3

①

①-1

①-2

①

②

0.9

15,724内訳：大曲児童センター

前年比年間利用者増加率

－

％

人

成果指標
（目的の達成
度を測るもの

さし）

【指標の定義（算式等）】

（当該年度年間利用者数－前年度年
間利用者数）/前年度年間利用者数

【指標の定義（算式等）】

15,787

0.3

15,755

③１人当り年間平均人件費

④＝②×③ 4,5002,700 4,500

その他特財 10

19年度（予算） 20年度（予定）18年度（決算）

（単位：千円）【事業費の推移】

２　実　施　（ドゥ）

　総　事　業　費 ①＋④ 12,226 20,136

区　　　　分

人 　件 　費
（概算）

道支出金

①合　計

②人　数（年間）

【事務事業を評価する指標（ものさし）】

指　標　名
17年度

指　　　　　標　　　　　値

18年度単位 20年度（目標）19年度（目標）

24,455

8,713 8,506

0.50

9,000

4,500

20,470

0.50

9,000

20,470

年間利用者数

内訳：輪厚児童センター 8,7458,700

人

人

24,5328,713 24,230

15,970

活動指標
（事務事業の
活動量や実

績）

0.6 178.1

9,000 9,000

17年度（決算）

0.30 0.50

9,526 15,636

直接事業費

15,6269,508 15,927

15,970

地方債

一般財源

18

国支出金

43

　平成19年度事務事業評価調書（継続用）　　　　 北広島市

児童の健全育成

上位施策との関
連（総合計画での
位置付け）

〈輪厚児童センターの運営〉
　同上
〈大曲児童センターの運営委託〉
　同上

施策）

章

別紙１

H１５

整理番号 20-9 作成部署 児童家庭課児童センター運営事業事務事業名 内線802

課長職名事務区分

安全で安心できるまち

部長職名■自治事務　　□法定受託事務　 高田　信夫

　事務事業開始年度

　〃 終了予定年度

八町  史郎

〈輪厚児童センターの運営〉
・非常勤職員（児童厚生員）３名、臨時職員２名の体制で運営。
・開所：週６日（火曜日休館）午前９時３０分～午後５時３０分
・センター祭り、異年齢交流、のびのびランド等の行事の実施。
〈大曲児童センターの運営委託〉
・公募型指名競争入札によって、平成１８年２月から平成２０年度までの期間で学校法人
坂本学園に事業委託し、専任の児童厚生員３名と曜日や企画に対応して臨時指導員を
配置して運営。

平成19年6月

15,927

主に満１８歳までの児童

児童に健全な遊び場を提供し、その健康を増進するとともに、豊かな情操の育成を図
る。

43

作成日

児童福祉

根拠法令等

１　計　画　（プラン）

・北広島市児童センター条例・「児童館の設置運営要綱」（事務次官通知）

　手　　　段
(ここから活動
指標を導きま
す）

　目　　　的
(ここから成果
指標を導きま
す）

対　　象
(誰､又は何を)

　　 意　　図
（何をねらっている
のか｡対象をどのよう
な状態にしたいの
か）

節
施策

18
年
度
ま
で

19
年
度

市が行った
（行う）事務事
業の具体的
な実施内容
（※団体補助
等の場合は
その補助金
による団体の
活動内容を
記載）

4



□

■

□

□

□拡大重点化
□現状継続
■見直し
□統合
□休・廃止
□終了

民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

　　　□有　　　　　■無法律で実施が義務付けられている事務事業か

4

選択理由、説明等
評
点

チェック項目

・成果指標値から見て、目標の達成度はどの程度か（達
成度合）
・目的を達成するための手段（実施方法）は有効か（手段
有効度合）

３　評　価　（チェック）

公
平
性

整理番号 20-9

3

・投入した予算や人員に見合った効果が得られているか
（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか（同じ経費でもっと効率
的な方法はないか）

妥
当
性

3

4

有
効
性

効
率
性

・市民や社会の要求に合致しているか。
・上位施策を達成するために必要な事務事業か（目的妥
当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か(公共性・公
益性の度合）

４　総合判定と今後の方向性（アクション）

[※参考]

前年度の
２次評価

　判　　　　定

見直し

今後の方向性

今後の方向性（課題と解決方法等）

　直営・委託双方の検証をしつつ、輪厚児童センターについても委託や指定管理者制度の導
入を検討すること。

□現状継続
■見直し

　児童センターは、児童に健全な遊びを与え健康を増
進し、情操を豊かにするとともに、育児サークル等の育
成助長を図る等児童の健全育成や地域の子育て支援
の拠点として、行政の関与は不可欠である。

　１８年度は２館目の大曲児童センターがオープンし、
全体利用者は大幅に増加したが、輪厚児童センター
はクマ出没等の影響で前年より利用者が若干減少し
た。

民間活力の
活用性評価
（事業担当部
局が評価）

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

民間等で実施または協働して取り組むべきである。

現在一部民間等で実施している。または市民等と協働して実施している。

概ね効率的と考えられるが、直営と委託の形態である
ため双方の検証を進める。

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏ってい
ないか。

児童の健全育成を目的とした自由来館施設であり、無
料は適切である。

評点区分 　４　適切（十分）　　３　概ね適切（十分）　　２　改善の余地がある　　１　不適切（不十分）　　－　該当なし

今後の方向性

【外部評価】

【２次評価】

外部評価委
員会の総合

判定

児童センター設置の目的に照らせ
ば、現状は直営、委託方式ともそれ
ぞれの特徴を活かし一定の成果を上
げている。今後も少子化、核家族化
の進行の中で子育て支援の役割はさ
らに高まると予想され、まずは地域性
に配慮した設置を促したい。学校統
合後の校舎活用を主体にＮＰＯの参
加、市民との協働を速やかに模索す
べきである。

□休・廃止
□終了

□統合
□休・廃止

【１次評価】

□拡大重点化
□現状継続
■見直し

事務事業担当部局の
総合判定

□終了

□拡大重点化

□統合

今後の方向性

行財政構造改革推進
本部の総合判定

児童センターは、児童が安心して遊べる場として、また
児童のみならず子育てに関わる団体や地域の住民に
も幅広く利用されている。開催行事の見直し等によっ
て、より多くの児童の利用を促進し、子どもの居場所、
遊び場として定着しつつある。今後はさらに午前中（平
日学校のある日）の活用促進等による利用増の底上
げを進め、地域における子育て支援の中心的役割を
果たすとともに、直営・委託双方の検証と地域性を考
慮し事業を進めていく。

午前中の利用促進策や指定管理者制度の導入につ
いて検討するとともに、外部評価で示されたように、地
域性に配慮した設置や市民との協働を検討する必要
がある。

5



電話

（第 1 章）

（第 5 節）

（第　 1

①

②

③

①

②

対　　象
(誰､又は何を)

　　 意　　図
（何をねらっている
のか｡対象をどのよう
な状態にしたいの
か）

18
年
度
ま
で

19
年
度

市が行った
（行う）事務事
業の具体的
な実施内容
（※団体補助
等の場合は
その補助金
による団体の
活動内容を
記載）

平成19年6月事務区分

施策）

節
施策 居宅福祉サービスの充実

上位施策との関
連（総合計画での
位置付け）

事業内容は平成18年度と同様。
９月から　ひがし高齢者支援センターを設置する。

根拠法令等

１　計　画　（プラン）

介護保険法

＜3ヶ所委託＞きた高齢者支援センター　・　みなみ高齢者支援センター　・　にし高齢者支援セン
ター　　＜スタッフ体制＞各センターに保健師、社会福祉士、主任介護支援専門員を１名ずつ配置
＜事業内容＞介護予防ケアマネジメント（新予防給付、特定高齢者）、総合相談支援事業、権利擁
護事業、包括的継続的ケアマネジメント、介護予防事業、特定高齢者把握事業
・新予防給付の介護予防ケアマネジメントについては総合相談事業や権利擁護事業等、地域包括
支援センターの本来の役割が果たせるよう各高齢者支援センターで原則月６０件を上限とし、それ
以上の件数は居宅介護支援事業所に再委託を行うこととする。

　手　　　段
(ここから活動
指標を導きま
す）

　目　　　的
(ここから成果
指標を導きま
す）

48,064

2,337

課長職名

安全で安心できるまち

部長職名■自治事務　　□法定受託事務　 三上　正美

　事務事業開始年度

　〃 終了予定年度

小西　洋一

章

事務事業名

　平成19年度事務事業評価調書（継続用）　　　　 北広島市

2,587

高齢者およびその家族、高齢者の生活を支える地域の関係者や社会資源。

高齢者等の心身の健康保持及び生活の安定のために、保健医療福祉制度や介護保険
サービス・地域の社会資源等の活用・調整を行い、高齢者の在宅生活を支援する。

43,915

2,579

作成日

高齢者福祉

内線６９４

国支出金

別紙１

H18

整理番号 ２２－４４ 作成部署 高齢者支援課
高齢者支援センター運営事

業

4,675

17年度（決算）

2,015

0.20

0 45,749

4,030

37,683

2,021

12,367

0.25

9,000 9,000 9,000

2,250

55,971

0.30

9,000

60,638

16,50014,500

ヶ所

件

4ー 3 4活動指標
（事務事業の
活動量や実

績）

3,800

設置数

年間相談件数

　総　事　業　費 ①＋④ 0 47,549

58,388

直接事業費

2,344

53,271

地方債

【事務事業を評価する指標（ものさし）】

指　標　名
17年度

指　　　　　標　　　　　値

18年度単位 20年度（目標）19年度（目標）

２　実　施　（ドゥ）

5,158

③１人当り年間平均人件費

④＝②×③ 1,8000 2,700

その他特財

①合　計

②人　数（年間）

19年度（予算） 20年度（予定）18年度（決算）

（単位：千円）【事業費の推移】
区　　　　分

人 　件 　費
（概算）

道支出金

一般財源

3,800

45,749委託料

相談１件あたりの費用

円

千円

成果指標
（目的の達成
度を測るもの

さし）

【指標の定義（算式等）】

総事業費／年間相談件数

【指標の定義（算式等）】

58,388

3,700

53,271



□

□

□

■

■拡大重点化
□現状継続
□見直し
□統合
□休・廃止
□終了

今後の方向性

行財政構造改革推進
本部の総合判定

介護保険計画に基づき4ヶ所目を設置する。既存のセ
ンターについて、新予防給付や特定高齢者の介護予
防ケアマネジメント件数の増加による人員配置につい
て検討する。

高齢者支援センターは、高齢者の在宅生活を支援す
るうえで重要であり、計画的な設置が望ましい。
　また、介護予防ケアマネジメント件数の増加への対
応については、新たに設置される支援センターとの兼
ね合いで、全体的に調整する必要がある。

■拡大重点化
□現状継続
□見直し

事務事業担当部局の
総合判定

【１次評価】

□終了

■拡大重点化

□統合

委託により最小限のコストで実施している。

今後の方向性

【外部評価】

【２次評価】

外部評価委
員会の総合

判定

新予防給付のマネジメント業務の増
加により、本来の高齢者支援セン
ター運営が厳しくなっている現状を改
善するため、利用実態に即した要員
の配置が急務である。当面、新たに
設置が決まっている支援センター職
員の有機的運用を図るなど弾力的な
対応を検討する必要があろう。

□休・廃止
□終了

□統合
□休・廃止

3

・投入した予算や人員に見合った効果が得られているか
（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか（同じ経費でもっと効率
的な方法はないか）

妥
当
性

4

4

有
効
性

効
率
性

・市民や社会の要求に合致しているか。
・上位施策を達成するために必要な事務事業か（目的妥
当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か(公共性・公
益性の度合）

・成果指標値から見て、目標の達成度はどの程度か（達
成度合）
・目的を達成するための手段（実施方法）は有効か（手段
有効度合）

地域包括支援センター(高齢者支援センター）は市町
村が設置することとなっている。また、在宅高齢者は住
み慣れた地域でできるだけ長く暮らしたいという希望が
あり、それに対して様々な情報提供やサービス調整を
行っていくことが必要である。

社会福祉法人等に委託する方法により専門職の確保
や地域に密着した対応が可能となっている。しかし介
護予防ケアマネジメントなどの業務量が増加している
ため、本来のセンターの役割を果たすことが困難と
なってきている。

民間活力の
活用性評価
（事業担当部
局が評価）

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

民間等で実施または協働して取り組むべきである。

現在一部民間等で実施している。または市民等と協働して実施している。

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏ってい
ないか。

受益者負担なし。担当地区全域を対象とし、支援が必
要な高齢者やその家族を対象としている。

評点区分 　４　適切（十分）　　３　概ね適切（十分）　　２　改善の余地がある　　１　不適切（不十分）　　－　該当なし

４　総合判定と今後の方向性（アクション）

[※参考]

前年度の
２次評価

　判　　　　定 今後の方向性

今後の方向性（課題と解決方法等）

□現状継続
□見直し

公
平
性

整理番号 ２２－４４

民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

　　　■有　　　　　□無法律で実施が義務付けられている事務事業か

4

選択理由、説明等
評
点

チェック項目

３　評　価　（チェック）



電話

（第 1 章）

（第 1 節）

（第　 3

①

②

③

①

②

6,807

5.74

受診率

％

円

人

成果指標
（目的の達成
度を測るもの

さし）

【指標の定義（算式等）】

②／①*100

【指標の定義（算式等）】

受診者1人当りの経費

総事業費／②

6,828

5.74

6,826

③１人当り年間平均人件費

④＝②×③ 270270 270

その他特財

19年度（予算） 20年度（予定）18年度（決算）

（単位：千円）【事業費の推移】

２　実　施　（ドゥ）

　総　事　業　費 ①＋④ 23,811 24,091

区　　　　分

人 　件 　費
（概算）

道支出金

①合　計

②人　数（年間）

【事務事業を評価する指標（ものさし）】

指　標　名
17年度

指　　　　　標　　　　　値

18年度単位 20年度（目標）19年度（目標）

3,539

0.03

9,000

270

23,893

0.03

9,000

23,900

受診対象者

受診者

10,793

3,5003,500

61,00060,274 60,893 60,958

2,206

23,630

活動指標
（事務事業の
活動量や実

績）

3.66 5.81

9,000 9,000

17年度（決算）

0.03 0.03

23,541 23,821

直接事業費

23,82123,541 23,623

23,623

地方債

一般財源

国支出金

　平成19年度事務事業評価調書（継続用）　　　　 北広島市

医療体制の充実

上位施策との関
連（総合計画での
位置付け）

同上

施策）

章

別紙１

S５６

整理番号 23-10 作成部署 保健福祉部健康推進課
救急医療事業（在宅当番医
制）

事務事業名 内線807

課長職名事務区分

安全で安心できるまち

部長職名■自治事務　　□法定受託事務　 三上正美

　事務事業開始年度

　〃 終了予定年度

住田幸雄

次の時間帯に在宅の当番医により救急医療を実施
＊平日（午後５時～午後７時・翌日午前７時～午前９時）
＊土曜日（正午～午後７時）
＊日曜･祝日（午前７時～午後７時・翌日午前７時～午前９時）

平成19年6月

23,630

市民

市民の健康保持のため、通常診療時間と夜間急病センター診療時間以外の時間帯の
救急医療体制の確立を目的としている。

作成日

健康と医療

根拠法令等

１　計　画　（プラン）

北広島市急病医療業務の実施に関する協定書（市と北広島医師会）

　手　　　段
(ここから活動
指標を導きま
す）

　目　　　的
(ここから成果
指標を導きま
す）

対　　象
(誰､又は何を)

　　 意　　図
（何をねらっている
のか｡対象をどのよう
な状態にしたいの
か）

節
施策

18
年
度
ま
で

19
年
度

市が行った
（行う）事務事
業の具体的
な実施内容
（※団体補助
等の場合は
その補助金
による団体の
活動内容を
記載）

4



■

□

□

□

□拡大重点化
■現状継続
□見直し
□統合
□休・廃止
□終了

民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

　　　□有　　　　　■無法律で実施が義務付けられている事務事業か

3

選択理由、説明等
評
点

チェック項目

3

３　評　価　（チェック）

公
平
性

整理番号 23-10

・投入した予算や人員に見合った効果が得られているか
（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか（同じ経費でもっと効率
的な方法はないか）

妥
当
性

2

4

有
効
性

効
率
性

・市民や社会の要求に合致しているか。
・上位施策を達成するために必要な事務事業か（目的妥
当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か(公共性・公
益性の度合）

・成果指標値から見て、目標の達成度はどの程度か（達
成度合）
・目的を達成するための手段（実施方法）は有効か（手段
有効度合）

４　総合判定と今後の方向性（アクション）

[※参考]

前年度の
２次評価

　判　　　　定

見直し

今後の方向性

今後の方向性（課題と解決方法等）

市民の健康保持のため現状の医療体制を確保する必要があるが、市内医療機関の中でも早
朝,夜間まで診療している所もあること等から時間帯の検討が必要。

□現状継続
■見直し

市民のため、年中２４時間体制で、救急医療に対応す
ることとなり、救急患者の医療に常時対応できる体制
が確立できている。

一定の利用者があり、救急医療体制の確立が図られ
ている。

民間活力の
活用性評価
（事業担当部
局が評価）

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

民間等で実施または協働して取り組むべきである。

現在一部民間等で実施している。または市民等と協働して実施している。

利用者も増加し、市、市民にとり、救急医療の効果が
高いが、在宅当番医の運営上経費の増嵩が避けられ
ない状況にある。

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏ってい
ないか。

受益者負担については、保険診療であり適正である。

評点区分 　４　適切（十分）　　３　概ね適切（十分）　　２　改善の余地がある　　１　不適切（不十分）　　－　該当なし

今後の方向性

【外部評価】

【２次評価】

外部評価委
員会の総合

判定

市民の健康を守るための救急医療体
制の維持を目的とする事業であり、今
後とも継続して行う必要がある。
　なお、近年市内においては早朝・夜
間に診療時間を延長する民間医療機
関が増加していることもあり、現行の
実施時間帯が有効かつ効率的なもの
となっているか、医師会の意向も踏ま
えて検討する余地はあると思われ
る。

□休・廃止
□終了

□統合
□休・廃止

【１次評価】

□拡大重点化
□現状継続
■見直し

事務事業担当部局の
総合判定

□終了

□拡大重点化

□統合

今後の方向性

行財政構造改革推進
本部の総合判定

市民の健康保持のため現状の医療体制を確保する必
要があるが、市内医療機関の中でも早朝,夜間まで診
療している所もあること等から時間帯の検討が必要。

早朝や夜間の診療を実施する医療機関があることか
ら、在宅当番の時間帯についての検討が必要である。

5



電話

（第 2 章）

（第 1 節）

（第　 2

①

②

③

①

②

　手　　　段
(ここから活動
指標を導きま
す）

　目　　　的
(ここから成果
指標を導きま
す）

対　　象
(誰､又は何を)

　　 意　　図
（何をねらっている
のか｡対象をどのよう
な状態にしたいの
か）

節
施策

18
年
度
ま
で

19
年
度

市が行った
（行う）事務事
業の具体的
な実施内容
（※団体補助
等の場合は
その補助金
による団体の
活動内容を
記載）

根拠法令等

１　計　画　（プラン）

都市公園法第２条の３で、都市公園の管理は，地方公共団体の設置に係る都
市公園にあっては、当該地方公共団体が行うと規定されている。

・都市公園の清掃・草刈り・点検・剪定等の委託、及び公園施設の修繕工事など。
・公園施設の設置、管理許可、及び都市公園の行為、占用許可など。

平成19年6月

110,660

都市公園の利用者及び公園施設

都市公園の適切な利用を促進するための運営管理等、都市公園の機能を維持し、適正
な利用を増進する。

1,824

作成日

自然と緑と公園

内線７５１

課長職名事務区分

環境と共生する快適なまち

部長職名■自治事務　　□法定受託事務　 高橋通夫

　事務事業開始年度

　〃 終了予定年度

槌本英秋

整理番号 ２５－２ 作成部署 都市整備課公園管理事業事務事業名

　平成19年度事務事業評価調書（継続用）　　　　 北広島市

みんなが憩える公園・緑地づくり

上位施策との関
連（総合計画での
位置付け）

・同上

施策）

章

別紙１

1,824
直接事業費

108,022107,306 111,310

113,134

地方債

一般財源

1,741

国支出金

9,000 9,000

17年度（決算）

2.80 2.00

109,047 110,091 112,484

活動指標
（事務事業の
活動量や実

績）

117 120

管理対象面積（箇所数）

６１円／㎡

（２１８箇所）（２１７箇所）

ｈa 222.90218.56 220.58 221.44

(２１１箇所） (２１５箇所）

2.00

9,000

18,000

131,134

2.00

9,000

130,484

【事務事業を評価する指標（ものさし）】

指　標　名
17年度

指　　　　　標　　　　　値

18年度単位 20年度（目標）19年度（目標）

　総　事　業　費 ①＋④ 134,247 128,091

区　　　　分

人 　件 　費
（概算）

道支出金

①合　計

②人　数（年間）

19年度（予算） 20年度（予定）18年度（決算）

（単位：千円）【事業費の推移】

２　実　施　（ドゥ）

③１人当り年間平均人件費

④＝②×③ 18,00025,200 18,000

その他特財 2,069

５９円／㎡

70

５９円／㎡

成果指標
（目的の達成
度を測るもの

さし）

【指標の定義（算式等）】

代替指標

【指標の定義（算式等）】

総事業費÷管理対象面積

５８円／㎡

120

苦情件数

4



□

□

□

■

□拡大重点化
□現状継続
■見直し
□統合
□休・廃止
□終了

少子化が進み、子供のいない公園が増加
しているとはいえ、安全管理を含めた遊
具等の定期的なメンテナンスは欠かせな
い。利用実績の少ない公園で破損した危
険な遊具の撤去は、限られた財源の中で
はやむをえないが、その場合でも、ベンチ
や水回りなど公園として欠かせない施設
は残す必要がある。
  現在、市内を６ブロックに分けて行って
いる草刈りや清掃、施設点検などの委託
業務は、指定管理者制度を導入すること
で一括発注方式に改め、経費削減に努め
る。一方、町内会など地域のボランティア
に働きかけ、公園を「地元の庭」として、ゴ
ミ拾いや草刈りなどに積極的に参加して
もらう。現状の報償制度の活用をさらに促
す。

□終了

□拡大重点化

□統合

都市公園の管理業務については、平成２０年からの指
定管理者制度の導入を図り管理水準を向上させる。ま
た、老朽化した施設や公園の再整備については、検討
を進める。

　1次評価のとおり、指定管理者制度を導入して管理
水準の向上を図るほか老朽施設や公園再整備の検討
を進める。また、町内会や老人クラブによる管理につ
いては団体および箇所数を増やしていく。

□休・廃止
□終了

　４　適切（十分）　　３　概ね適切（十分）　　２　改善の余地がある　　１　不適切（不十分）　　－　該当なし

今後の方向性

【外部評価】

【２次評価】

外部評価委
員会の総合

判定

□統合
□休・廃止

４　総合判定と今後の方向性（アクション）

【１次評価】

□拡大重点化

都市公園法第２条の３で、都市公園の管理は、地方公共団
体の設置に係る都市公園にあっては、当該地方公共団他が
行うと規定されており、市が行う事業である。また、公園管理
者として設置された公園の適切な利用の促進、都市公園の
機能維持及び適正な利用増進を図る目的は妥当である。

清掃・草刈り・点検・剪定等の維持管理は、委託で実施
しており、適正な利用の促進のため成果は上がってい
る。

民間活力の
活用性評価
（事業担当部
局が評価）

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

民間等で実施または協働して取り組むべきである。

現在一部民間等で実施している。または市民等と協働して実施している。

委託業務の内容により、十分コストの節減に努めている。

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏ってい
ないか。

都市公園は自由に利用できる施設であり、受益者負
担にはなじまない。但し、独占して使用する場合は、許
可をし使用料を徴収している。

評点区分

[※参考]

前年度の
２次評価

　判　　　　定

見直し

今後の方向性

今後の方向性（課題と解決方法等）

１次評価（都市公園の管理業務に就いては、今後指定管理者制度の導入と老朽化した公園
の再整備に向け基準の検討を進める）のとおり、指定管理者制度導入に向け具体的準備を
進めるとともに、再整備基準の検討を進める。

□現状継続
■見直し

□現状継続
■見直し

事務事業担当部局の
総合判定

今後の方向性

行財政構造改革推進
本部の総合判定

4

・投入した予算や人員に見合った効果が得られているか
（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか（同じ経費でもっと効率
的な方法はないか）

妥
当
性

4

4

有
効
性

効
率
性

・市民や社会の要求に合致しているか。
・上位施策を達成するために必要な事務事業か（目的妥
当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か(公共性・公
益性の度合）

３　評　価　（チェック）

公
平
性

整理番号 ２５－２

民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

　　　■有　　　　　□無法律で実施が義務付けられている事務事業か

4

選択理由、説明等
評
点

チェック項目

・成果指標値から見て、目標の達成度はどの程度か（達
成度合）
・目的を達成するための手段（実施方法）は有効か（手段
有効度合）

5



電話

（第 5 章）

（第 3 節）

（第　 5

①

②

③

①

②

　手　　　段
(ここから活動
指標を導きま
す）

　目　　　的
(ここから成果
指標を導きま
す）

対　　象
(誰､又は何を)

　　 意　　図
（何をねらっている
のか｡対象をどのよう
な状態にしたいの
か）

節
施策

18
年
度
ま
で

19
年
度

市が行った
（行う）事務事
業の具体的
な実施内容
（※団体補助
等の場合は
その補助金
による団体の
活動内容を
記載）

根拠法令等

１　計　画　（プラン）

道路法第８条、第16条

平成１２年度より除雪作業の全面委託化を実施
平成１４年度～車道除雪延長　379㎞　新雪除雪の出動回数　14.8回　　降雪量　356ｃｍ
平成１５年度～車道除雪延長　379㎞　新雪除雪の出動回数　15.5回　　降雪量　314ｃｍ
平成１６年度～車道除雪延長　380㎞　新雪除雪の出動回数　16.0回　　降雪量　475ｃｍ
平成１７年度～車道除雪延長　379㎞　新雪除雪の出動回数　14.2回　　降雪量　455ｃｍ
平成１８年度～車道除雪延長　382㎞　新雪除雪の出動回数　13.4回　　降雪量　498ｃｍ

平成19年6月

266,944

北広島市民及び道路を利用する人

冬期交通の円滑化と安全性の確保及び市民生活、経済活動の維持のため、市道の除
雪を実施する。

599

作成日

道路と交通

内線７５９

課長職名事務区分

高い都市機能をもち、活力にあふれるまち

部長職名■自治事務　　□法定受託事務　 高橋　通夫

　事務事業開始年度

　〃 終了予定年度

髙橋　孝一

整理番号 27-8 作成部署 建設部土木事務所除雪事業事務事業名

　平成19年度事務事業評価調書（継続用）　　　　北広島市

冬期間交通の確保

上位施策との関
連（総合計画での
位置付け）

車道除雪延長　381㎞　新雪除雪出動予想回数　16回　予想降雪量　498ｃｍ

施策）

章

別紙１

599
直接事業費

252,216260,221 266,944

267,543

地方債

一般財源

国支出金

9,000 9,000

17年度（決算）

2.07 2.07

260,221 252,777 267,543

活動指標
（事務事業の
活動量や実

績）

32.0 37.2

新雪除雪の出動回数

降雪量 498498

回

cm

16.014.2 13.4 16.0

455 498

2.07

9,000

18,630

286,173

2.07

9,000

286,173

【事務事業を評価する指標（ものさし）】

指　標　名
17年度

指　　　　　標　　　　　値

18年度単位 20年度（目標）19年度（目標）

　総　事　業　費 ①＋④ 278,851 271,407

区　　　　分

人 　件 　費
（概算）

道支出金

①合　計

②人　数（年間）

19年度（予算） 20年度（予定）18年度（決算）

（単位：千円）【事業費の推移】

２　実　施　（ドゥ）

③１人当り年間平均人件費

④＝②×③ 18,63018,630 18,630

その他特財 561

31.1
成果指標

（目的の達成
度を測るもの

さし）

【指標の定義（算式等）】

降雪量／出動回数

【指標の定義（算式等）】

31.1

出動1回当りの除雪量

cm／回

4



□

□

□

■

□拡大重点化
□現状継続
■見直し
□統合
□休・廃止
□終了

□終了

□拡大重点化

□統合

今後の方向性

行財政構造改革推進
本部の総合判定

除雪に対する市民ニーズは年々高まってきているが、
年間に要する莫大な除雪費の現状に理解を求め、より
快適な生活環境、冬期交通の安全対策やより効率的
な除雪体制などの検討を進めていく必要がある。

１次評価のとおり。さらに、除雪事業の広報を行う際、
事業の現状や課題、費用などについても説明し、市民
の理解を求めることが必要である。

【１次評価】

□拡大重点化
■現状継続
□見直し

事務事業担当部局の
総合判定

　４　適切（十分）　　３　概ね適切（十分）　　２　改善の余地がある　　１　不適切（不十分）　　－　該当なし

今後の方向性

【外部評価】

【２次評価】

外部評価委
員会の総合

判定

除・排雪に対する市民ニーズの高まり
は、高齢化の進展により増加・多様化し
ている。とりわけ出入り口などをふさぐ除
雪のあと処理への苦情は、毎年最も多い
ものとなっている。本市の除雪体制・実施
状況が近隣市に比べ見劣りしていない現
状に照らし、これらの苦情にすべて対応
するには限界があろう。この解決策として
ボランティア活動、パートナーシップ拡充
など、市民との協働体制の強化が何より
求められる。これには市民の理解が不可
欠であり、そのために広報紙の活用、町
内会への働きかけなど、日常の広報活動
を見直し、充実させる必要があろう。

□休・廃止
□終了

□統合
□休・廃止

冬期間の歩行者の安全と円滑な車両交通を確保する
ためには必要な事業である。

大きな交通障害などが発生することなく、概ね冬期間
の交通確保がされている。

民間活力の
活用性評価
（事業担当部
局が評価）

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

民間等で実施または協働して取り組むべきである。

現在一部民間等で実施している。または市民等と協働して実施している。

平成12年度より全面委託しており、効率的な事業の実
施が図られている。

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏ってい
ないか。

評点区分

４　総合判定と今後の方向性（アクション）

[※参考]

前年度の
２次評価

　判　　　　定

現状継続

今後の方向性

今後の方向性（課題と解決方法等）

きめ細やかな除雪を目指し新たなパートナーシップ制度の準備を進める。

■現状継続
□見直し

3

・投入した予算や人員に見合った効果が得られているか
（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか（同じ経費でもっと効率
的な方法はないか）

妥
当
性

4

4

有
効
性

効
率
性

・市民や社会の要求に合致しているか。
・上位施策を達成するために必要な事務事業か（目的妥
当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か(公共性・公
益性の度合）

３　評　価　（チェック）

公
平
性

整理番号 27-8

民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

　　　□有　　　　　■無法律で実施が義務付けられている事務事業か

-

選択理由、説明等
評
点

チェック項目

・成果指標値から見て、目標の達成度はどの程度か（達
成度合）
・目的を達成するための手段（実施方法）は有効か（手段
有効度合）

5



電話

（第 6 章）

（第 4 節）

（第　 1

①

②

③

①

②

37

１日当たり利用者数

人
成果指標

（目的の達成
度を測るもの

さし）

【指標の定義（算式等）】
代替指標(１７年度は、Ｈ１７～Ｈ１４のハ
ローワークによる出張相談（月２～４回）

平均値）

【指標の定義（算式等）】

39

③１人当り年間平均人件費

④＝②×③ 7,2000 1,800

その他特財

19年度（予算） 20年度（予定）18年度（決算）

（単位：千円）【事業費の推移】

２　実　施　（ドゥ）

　総　事　業　費 ①＋④ 0 13,446

区　　　　分

人 　件 　費
（概算）

道支出金

①合　計

②人　数（年間）

【事務事業を評価する指標（ものさし）】

指　標　名
17年度

指　　　　　標　　　　　値

18年度単位 20年度（目標）19年度（目標）

9,000

183

0.20

9,000

1,800

6,744

0.20

9,000

6,744

相談室利用者

就職者 330310

人

人

9,5005,258

4,944

活動指標
（事務事業の
活動量や実

績）

10 35

9,000 9,000

17年度（決算）

0.80

0 6,246

直接事業費

6,246 4,944

4,944

地方債

一般財源

国支出金

　平成19年度事務事業評価調書（継続用）　　　　北広島市

求人･求職、雇用、労働情報提供

上位施策との関
連（総合計画での
位置付け）

　ハローワーク東の相談員による職業相談、職業紹介のほか求人・求職情報の提供な
どを実施し、市は、相談室の維持管理費の負担及び業務支援職員（非常勤）１名を配置
する。

施策）

章

別紙１

H18

整理番号 29-3 作成部署 経済部商業労働課地域職業相談室運営事業事務事業名 内線859

課長職名事務区分

力強い産業活動が展開されるまち

部長職名■自治事務　　□法定受託事務　 赤沼正三

　事務事業開始年度

　〃 終了予定年度

田中　均

　国との連携により設置、運営するもので平成１８年８月に開設した。
　ハローワーク東の相談員による職業相談、職業紹介のほか求人・求職情報の提供な
どを実施し、市は、相談室の維持管理費の負担及び業務支援職員１名を配置した。

平成19年6月

4,944

　求職者

市内において職業相談、職業紹介を実施し、求職者への利便性の向上を図り、市民の
就職促進を図る。

作成日

労働環境

根拠法令等

１　計　画　（プラン）

職業安定法

　手　　　段
(ここから活動
指標を導きま
す）

　目　　　的
(ここから成果
指標を導きま
す）

対　　象
(誰､又は何を)

　　 意　　図
（何をねらっている
のか｡対象をどのよう
な状態にしたいの
か）

節
施策

18
年
度
ま
で

19
年
度

市が行った
（行う）事務事
業の具体的
な実施内容
（※団体補助
等の場合は
その補助金
による団体の
活動内容を
記載）



□

□

□

■

□拡大重点化
■現状継続
□見直し
□統合
□休・廃止
□終了

　今年度、市、北海道労働局、ハローワークとが連携し「地域職業相談室」を開設することに
より、市民への求職情報提供の充実が図られ、求職者への利便性の向上が高まるものと期
待される。

民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

　　　□有　　　　　■無法律で実施が義務付けられている事務事業か

4

選択理由、説明等
評
点

チェック項目

３　評　価　（チェック）

公
平
性

整理番号 29-3

4

・投入した予算や人員に見合った効果が得られているか
（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか（同じ経費でもっと効率
的な方法はないか）

妥
当
性

3

4

有
効
性

効
率
性

・市民や社会の要求に合致しているか。
・上位施策を達成するために必要な事務事業か（目的妥
当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か(公共性・公
益性の度合）

・成果指標値から見て、目標の達成度はどの程度か（達
成度合）
・目的を達成するための手段（実施方法）は有効か（手段
有効度合）

今後の方向性

今後の方向性（課題と解決方法等）

■現状継続
□見直し

【１次評価】

【２次評価】 今後の方向性

行財政構造改革推進
本部の総合判定

　一次評価のとおり。
　相談室開設の周知をさらに図るとともに、連動した市
情報の提供など機会の活用を検討しながら継続する。

事務事業担当部局の
総合判定

[※参考]

前年度の
２次評価

　判　　　　定

現状継続

　北海道内の失業率、有効求人倍率など依然厳しい
状況下で、市内の求職者が、地元で求人情報の入
手、就職相談を受けられ、利便性の向上により雇用の
促進が図られた。国と市の連携による運営が相談室
設置の条件となっている。

　当初予定の約2.4倍の利用があり、雇用対策として有
効である。

民間活力の
活用性評価
（事業担当部
局が評価）

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

民間等で実施または協働して取り組むべきである。

現在一部民間等で実施している。または市民等と協働して実施している。

  当該相談室は、設置場所や駐車場、検索機器など
は、求職者への利便性、操作性を充分考慮したもので
あり、また、市ホームページでPRしており、求職者が利
用しやすい施設として効率的運営がされている。

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏ってい
ないか。

　求人情報の提供、求職相談などは、職業安定法に基
づく国の業務であり、利用者負担はない。

評点区分 　４　適切（十分）　　３　概ね適切（十分）　　２　改善の余地がある　　１　不適切（不十分）　　－　該当なし

今後の方向性

【外部評価】

４　総合判定と今後の方向性（アクション）

　求職者の就職がより向上するよう、北海道労働局、
ハローワーク東との連携を密にし、必要な対策を講じ
るとともに相談室の利用についてPRに努める。

□拡大重点化
■現状継続

□終了

□見直し

外部評価委
員会の総合

判定

　求職者に対する職業相談窓口とし
て場所及び検索機器等の提供とハ
ローワークとの連携により一定の成
果を上げているが、就職実績をみると
有効性は不十分である。
　利用者の目的は求職にあり、より利
便性の向上を高めるためには、市が
管内事業所へ積極的に働きかけ、関
与することにより「求職・雇用の場、情
報提供の充実」を図る取組をしてほし
い。

□終了

□統合
□休・廃止

□拡大重点化

□統合
□休・廃止



電話

（第 5 章）

（第 5 節）

（第　 1

①

②

③

①

②

　手　　　段
(ここから活動
指標を導きま
す）

　目　　　的
(ここから成果
指標を導きま
す）

対　　象
(誰､又は何を)

　　 意　　図
（何をねらっている
のか｡対象をどのよう
な状態にしたいの
か）

節
施策

18
年
度
ま
で

19
年
度

市が行った
（行う）事務事
業の具体的
な実施内容
（※団体補助
等の場合は
その補助金
による団体の
活動内容を
記載）

根拠法令等
Ｈ２７

１　計　画　（プラン）

水道法第１０条第１項

施  設 ： 竹山配水池（Ｈ８～Ｈ１１）、共栄調整槽（Ｈ１２～Ｈ１３）及び輪厚配水池（Ｈ１５～
　　　　Ｈ１８）を建設し、貯留容量の増強し、水の安定供給と効率的な運用を図る。

配水管 ： ５４，５１８ｍ（Ｈ８～Ｈ１８）の整備を行った。
　　　　〔直近５年（Ｈ１４～Ｈ１８）実績 ： ２５，７６３ｍ〕

平成19年6月

13,470

給水区域内の居住者や事業所等

市の各種まちづくり構想と整合を図りながら配水管の整備を進めるとともに、給水区域
内への上水道の安定供給と、井戸の枯渇等により飲料水の確保に支障をきたしている
地域へ上水道を供給し、公衆衛生の向上を図る。

作成日

上水道

内線８７７

課長職名事務区分

高い都市機能をもち、活力にあふれるまち

部長職名■自治事務　　□法定受託事務　 加戸　博史

　事務事業開始年度

　〃 終了予定年度

川上　雅行

整理番号 32-1 作成部署 水道部　水道施設課水道第５期拡張事業事務事業名

　平成19年度事務事業評価調書（継続用）　　　　 北広島市

水の安定供給

上位施策との関
連（総合計画での
位置付け）

施  設 ： 西の里配水池圧送ポンプの増設を行う。

配水管 ： ３，７２０ｍの整備を行う。

施策）

章

別紙１

Ｈ８

150,00020,000
直接事業費

36,95336,953 86,953

106,953

地方債 190,000

一般財源

国支出金

9,000 9,000

17年度（決算）

4.00 3.00

226,953 186,953 163,470

活動指標
（事務事業の
活動量や実

績）

95 100

配水池貯留容量

未普及解消人口

99.33

07
ｍ

３

人

00 1,000 0

22 32

3.00

9,000

27,000

133,953

3.00

9,000

190,470

【事務事業を評価する指標（ものさし）】

指　標　名
17年度

指　　　　　標　　　　　値

18年度単位 20年度（目標）19年度（目標）

　総　事　業　費 ①＋④ 262,953 213,953

区　　　　分

人 　件 　費
（概算）

道支出金

①合　計

②人　数（年間）

19年度（予算） 20年度（予定）18年度（決算）

（単位：千円）【事業費の推移】

２　実　施　（ドゥ）

③１人当り年間平均人件費

④＝②×③ 27,00036,000 27,000

150,000

その他特財

99.40

100

99.40％

成果指標
（目的の達成
度を測るもの

さし）

【指標の定義（算式等）】

現況貯留量／目標貯留量

【指標の定義（算式等）】

整備率（人口比率）

整備済地区人口／行政区域内人口

99.39

100

配水池貯留容量の増強：達成率

％

4



■

□

□

□

□拡大重点化
■現状継続
□見直し
□統合
□休・廃止
□終了

□終了

□拡大重点化

□統合

今後の方向性

行財政構造改革推進
本部の総合判定

　社会環境の変化、人口・水需要推計などから、需要
増加水量の減少が見込まれるため、平成１６年度に実
施した事業再評価を受け、平成１８年度に事業規模が
縮小となる、認可変更（軽微）の届出を行い、それに基
づき事業を継続する。

１次評価のとおり。人口推計に伴う水需要の推計など
を基礎に、適正な事業規模で拡張事業を継続してい
く。

【１次評価】

□拡大重点化
■現状継続
□見直し

事務事業担当部局の
総合判定

　４　適切（十分）　　３　概ね適切（十分）　　２　改善の余地がある　　１　不適切（不十分）　　－　該当なし

今後の方向性

【外部評価】

【２次評価】

外部評価委
員会の総合

判定

平成１８年度末の上水道の普及率は
９９．４％で、国の平成２２年度目標で
ある９９％はすでにクリアし、配水池
貯留量も目標値に到達している。平
成１６年度に、水道事業再評価審議
委員会において当該事業計画の規
模を縮小して継続すべきとの答申が
なされ、現在はこの答申に沿った事
業の遂行中であり、これを継続するこ
とが妥当である。

□休・廃止
□終了

□統合
□休・廃止

　飲料水の確保は、国及び地方公共団体の責務とさ
れ、上位施策と整合を図りながら整備を行っている。
　水道においても種々の規制緩和が進められている
が、現段階では企業等による水道事業の実施の可能
性はない。

　第５期拡張事業での配水池などの貯留施設は、平成
18年度で100％の目標達成となり、配水管の整備によ
る整備率は99.39％である。
また、貯留施設や配水管の整備により、公衆衛生の向
上と生活環境の改善が出来ることから有効である。

民間活力の
活用性評価
（事業担当部
局が評価）

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

民間等で実施または協働して取り組むべきである。

現在一部民間等で実施している。または市民等と協働して実施している。

　石狩東部広域水道企業団からの全面受水であること
から、配水池などの貯留施設の増強や配水管の整備
が、上水道の安定供給水と効率的な運用を図れる。

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏ってい
ないか。

　拡張事業に要する費用の一部を、新規需用者と既存
需用者との負担の公平を図るため、加入金として徴収
を行っている。

評点区分

４　総合判定と今後の方向性（アクション）

[※参考]

前年度の
２次評価

　判　　　　定

現状継続

今後の方向性

今後の方向性（課題と解決方法等）

　平成１６年度に事業再評価を行い、１７年度から第５期拡張計画の規模を縮小して実施して
いる。今後シューパロダム系の受水に際して現行水道料金体制の維持に向け更なる経営努
力を重ねる。

■現状継続
□見直し

4

・投入した予算や人員に見合った効果が得られているか
（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか（同じ経費でもっと効率
的な方法はないか）

妥
当
性

3

4

有
効
性

効
率
性

・市民や社会の要求に合致しているか。
・上位施策を達成するために必要な事務事業か（目的妥
当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か(公共性・公
益性の度合）

３　評　価　（チェック）

公
平
性

整理番号 32-1

民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

　　　■有　　　　　□無法律で実施が義務付けられている事務事業か

4

選択理由、説明等
評
点

チェック項目

・成果指標値から見て、目標の達成度はどの程度か（達
成度合）
・目的を達成するための手段（実施方法）は有効か（手段
有効度合）

5



電話

（第 4 章）

（第 3 節）

（第　 4

活動指標③ 西部地区生涯学習振興会

地区公民館事業参加者合計

活動指標① 大曲公民館事業参加者数

活動指標② 西の里地区生涯学習振興会

　手　　　段
(ここから活動
指標を導きま
す）

　目　　　的
(ここから成果
指標を導きま
す）

対　　象
(誰､又は何を)

　　 意　　図
（何をねらっている
のか｡対象をどのよう
な状態にしたいの
か）

節
施策

18
年
度
ま
で

19
年
度

市が行った
（行う）事務事
業の具体的
な実施内容
（※団体補助
等の場合は
その補助金
による団体の
活動内容を
記載）

根拠法令等

１　計　画　（プラン）

社会教育法により事業実施

　各地区に生涯学習推進ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰを配置し、地区の生涯学習振興を図ると共に、公民
館を身近な学習の場として、趣味講座、生活課題講座、教養講座、家庭教育事業、ス
ポーツ教室の開催や、関係団体等の活動成果の発表機会の提供に努めた。
　また、西部地区においては生涯学習振興会を設立し、公民館事業を拡大し地域づくり・
コミュニティ活性化を図るため、地区公民館事業費の移行がなされた。

平成１9年6月

7,536

　地区住民（特に地域在住の市民）

身近な学習機会の拠点や学習成果の発表の場など、市民の主体的な学習活動を支援
し、生涯学習の推進を図ることを目的とする。

50

作成日

社会教育

内線889

課長職名事務区分

豊かな心と個性ある文化をはぐくむまち

部長職名■自治事務　　□法定受託事務　 川幡　博行

　事務事業開始年度

　〃 終了予定年度

可児正樹

整理番号 45-11 作成部署 生涯学習部　社会教育課地区公民館活動事業事務事業名

　平成19年度事務事業評価調書（継続用）　　　　 北広島市

公民館活動の充実

上位施策との関
連（総合計画での
位置付け）

　各地区に生涯学習推進ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰを配置し、地区の生涯学習振興を図ると共に、地区
生涯学習振興会への積極的な支援を行う。
　また、西の里地区においては生涯学習振興会を設立し、事業費を移行する。他地区に
おいてはより身近な学習機会の充実を図っていくと共に、今後振興会設立に向けた協議
を行う。

施策）

章

別紙１

Ｓ50

50
直接事業費

7,7157,859 7,536

7,586

地方債

一般財源

63

国支出金

9,000 9,000

17年度（決算）

0.30 0.30

7,922 7,784 7,586

1,309 2,179

活動指標
（事務事業の
活動量や実

績）

8,115 4,812

500500

人

人

950755 933 950

245 357

0.20

9,000

1,800

9,386

0.20

9,000

9,386

【事務事業を評価する指標（ものさし）】

指　標　名
17年度

指　　　　　標　　　　　値

18年度単位 20年度（目標）19年度（目標）

　総　事　業　費 ①＋④ 10,622 10,484

区　　　　分

人 　件 　費
（概算）

道支出金

①合　計

②人　数（年間）

その他特財 69

19年度（予算） 20年度（予定）18年度（決算）

（単位：千円）【事業費の推移】

２　実　施　（ドゥ）

900

③１人当り年間平均人件費

④＝②×③ 2,7002,700 1,800

2,350 2,350

3,995
成果指標

（目的の達成
度を測るもの

さし）

【指標の定義（算式等）】

総事業費/事業参加人数

【指標の定義（算式等）】

成果指標①

成果指標②

人

円

人

3,995

889309 900

4



□

■

□

□

■拡大重点化
□現状継続
□見直し
□統合
□休・廃止
□終了

□終了

□拡大重点化

□統合

今後の方向性

行財政構造改革推進
本部の総合判定

　地区生涯学習振興会への移行にともない、地区公民
館活動事業の持ち方について見直しを行う。

　地区活動の基本となる自主性、自立性を高め、地区
ごとに特色のある学習活動の場となるよう検討する。

【１次評価】

□拡大重点化
□現状継続
■見直し

事務事業担当部局の
総合判定

　４　適切（十分）　　３　概ね適切（十分）　　２　改善の余地がある　　１　不適切（不十分）　　－　該当なし

今後の方向性

【外部評価】

【２次評価】

外部評価委
員会の総合

判定

　様々な形で地区の生涯学習の振興
を支援してきたが、社会の変化につ
れ家庭と子どものあり方や防犯、福
祉など新たな課題への対応が迫られ
ている。これら課題に幅広く、柔軟に
取り組むために、単なる学習活動を
超えた組織づくりと事業展開が必要と
なってきている。
　したがって、本事業は先に西部地区
で始まった「生涯学習振興会」の活動
と同様に、各地区とも新時代にふさわ
しい事業へ速やかに衣替えすること
が望まれる。

□休・廃止
□終了

□統合
□休・廃止

　各地区における、身近な学習機会の提供や学習活
動の支援は、上位施策を達成するうえで必要な事務事
業である。

　地区公民館から地区生涯学習振興会への移行に伴
い、成果指標においても、地区公民館及び地区生涯学
習振興会事業をもって評価した。上位施策を達成する
ための手段として有効である。

民間活力の
活用性評価
（事業担当部
局が評価）

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

民間等で実施または協働して取り組むべきである。

現在一部民間等で実施している。または市民等と協働して実施している。

　予算や人員に見合った効果は、生涯学習振興会へ
の移行に伴い、効果は得られている。

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏ってい
ないか。

　行財政改革の一環として、受益者負担の見直しを図
る。

評点区分

４　総合判定と今後の方向性（アクション）

[※参考]

前年度の
２次評価

　判　　　　定

見直し

今後の方向性

今後の方向性（課題と解決方法等）

　一次評価のとおり。
　地区ごとに成果指標を検討すること。
　地域住民による主体的な事業となるようサポートすること。

□現状継続
■見直し

3

・投入した予算や人員に見合った効果が得られているか
（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか（同じ経費でもっと効率
的な方法はないか）

妥
当
性

3

4

有
効
性

効
率
性

・市民や社会の要求に合致しているか。
・上位施策を達成するために必要な事務事業か（目的妥
当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か(公共性・公
益性の度合）

３　評　価　（チェック）

公
平
性

整理番号 45-11

民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

　　　□有　　　　　■無法律で実施が義務付けられている事務事業か

2

選択理由、説明等
評
点

チェック項目

・成果指標値から見て、目標の達成度はどの程度か（達
成度合）
・目的を達成するための手段（実施方法）は有効か（手段
有効度合）

5



電話

（第 4 章）

（第 2 節）

（第　 4

①

②

③

①

②

　手　　　段
(ここから活動
指標を導きま
す）

　目　　　的
(ここから成果
指標を導きま
す）

対　　象
(誰､又は何を)

　　 意　　図
（何をねらっているの
か｡対象をどのような
状態にしたいのか）

節
施策

１8
年
度
ま
で

19
年
度

市が行った
（行う）事務事
業の具体的
な実施内容
（※団体補助
等の場合は
その補助金
による団体の
活動内容を
記載）

１　計　画　（プラン）

平成１9年6月

6,358

  市内のひきこもりや不登校児童生徒及びその保護者

　ひきこもりや不登校児童生徒の学校復帰、社会的自立の支援をすると共に、関係機関と
連携して未然防止対策に取り組む。

4,808

作成日

　学校教育

根拠法令等

内線607

課長職名事務区分

　豊かな心と個性ある文化を育むまち

部長職名■自治事務　　□法定受託事務　 川幡博行

　事務事業開始年度

　〃 終了予定年度

畑野和雄

整理番号 47-6 作成部署 生涯学習部青少年課
（青少年指導支援事業）

不登校等対策事業
事務事業名

　平成19年度事務事業評価調書（継続用）　　　　 北広島市

　児童・生徒の健全育成

上位施策との関連
（総合計画での位
置付け）

　これまでの不登校対策に加え、新たに「問題を抱える子ども等の自立支援事業」として
怠学、非行型の不登校児童生徒に対する支援について調査研究を行う。
　また、いじめと不登校は密接に関係していることから、生徒指導上の諸問題の対策と合
わせ、いじめ問題に対する各種対策を実施する。

施策）

章

別紙１

H7

4,808

直接事業費

5,9214,476 6,358

11,166

地方債

一般財源

国支出金

9,000 9,000

17年度（決算）

4,808

0.72 0.72

7,176 10,729 11,166

活動指標
（事務事業の
活動量や実

績）

38.7 26.8

指導日数

通級児童生徒数 1515

日

人

200200 202 200

12 11

0.65

9,000

5,850

17,016

0.65

9,000

17,016

【事務事業を評価する指標（ものさし）】

指　標　名
17年度

指　　　　　標　　　　　値

18年度単位 20年度（目標）19年度（目標）

　総　事　業　費 ①＋④ 13,656 17,209

区　　　　分

人 　件 　費
（概算）

道支出金

①合　計

②人　数（年間）

19年度（予算） 20年度（予定）18年度（決算）

（単位：千円）【事業費の推移】

２　実　施　（ドゥ）

③１人当り年間平均人件費

④＝②×③ 6,4806,480 5,850

2,700

その他特財

30

50.0

30

成果指標
（目的の達成
度を測るもの

さし）

【指標の定義（算式等）】

通級児童生徒数／不登校児童生徒
数

【指標の定義（算式等）】

50.0

41不登校児童生徒数

通級率

31

％

人

1.教科指導 7.講演会の開催（保護者、学校関係者を対象）

2.体験学習（農園、社会見学、調理実習等） 8.各種指導員研修会への参加

3.保護者懇談会（個人懇談含む） 9.教育相談(通級生徒とその保護者)

4.学校訪問（校長、担任等との相談及び情報交換） 10.ＮＰＯ法人に対する一部業務委託

5.ひきこもり児童生徒への訪問指導 11.いじめ危機管理マニュアル(学校編)の作成

6.三市適応指導教室交流・情報交換会

18



□

□

□

■

□拡大重点化
■現状継続
□見直し
□統合
□休・廃止
□終了

□終了

□拡大重点化

□統合

今後の方向性

行財政構造改革推進
本部の総合判定

　適応指導教室「みらい塾」は、学校及び関係機関と連
携し不登校対策の拠点として横断的に機能し、学校復
帰、社会的自立を目指すと共に、保護者を含めた継続
的支援を行い、成果を上げている。
　しかし、多様化複雑化する不登校の要因に対し、専門
的立場からの適切な判定や助言・指導が求められてお
り、今後は、専門的知識を有する人材の配置やニーズ
に応じられる体制整備が必要である。

　一次評価のとおり。
　関係機関との連携を図りながら、不登校児童の早期
対応など、より一層きめ細やかな支援を行っていく。

【１次評価】

□拡大重点化
■現状継続
□見直し

事務事業担当部局の
総合判定

　４　適切（十分）　　３　概ね適切（十分）　　２　改善の余地がある　　１　不適切（不十分）　　－　該当なし

今後の方向性

【外部評価】

【２次評価】

外部評価委
員会の総合

判定

　本事業の目的は不登校等児童の学
校復帰と未然防止にある。これまで、
「みらい塾」を中心に関係機関との連
携により不登校児童対策は成果を上
げており、活動の継続を図る必要があ
る。
　また、ひきこもりや不登校の要因が
多様化・複合化していることから、未
然防止に向けては、道の委託金を受
けて配置されている臨床心理士の継
続配置に期待する一方、市独自の配
置など体制強化に向けた積極的な検
討が必要である。 □休・廃止

□終了

□統合
□休・廃止

　義務教育を基本とした適応指導であり、市が実施する
事業である。
　不登校児童生徒の学校復帰を目的とした適応指導事
業は、教育の受ける権利・義務・就学支援の視点からも
適切である。

　適応指導教室指導員が対応できない補完的な学習
や体験活動などは､民生児童委員、学生ボランティア、
ＮＰＯ会員などの協力を得て実施している。また、他と
の連携により、専門知識を有する人材から指導助言を
受け、効果的な適応指導が図られた。

民間活力の
活用性評価
（事業担当部
局が評価）

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

民間等で実施または協働して取り組むべきである。

現在一部民間等で実施している。または市民等と協働して実施している。

　不登校児童生徒に関する適応指導教育は、個人の性
格･資質に伴う人間教育にかかわることから、指導員を
配置しながら個別に指導しており効率的である。関係機
関との連携を図ることで、訪問指導等が効果的に実施
された。

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏ってい
ないか。

　通常の児童生徒自身に関わる諸経費については、受
益者負担している。

評点区分

４　総合判定と今後の方向性（アクション）

[※参考]

前年度の
２次評価

　判　　　　定

現状継続

今後の方向性

今後の方向性（課題と解決方法等）

　学校及び関係機関との連携を強め、効果的な支援を行う。
　また、そのための体制整備について検討する。

■現状継続
□見直し

4

・投入した予算や人員に見合った効果が得られているか
（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか（同じ経費でもっと効率
的な方法はないか）

妥
当
性

4

4

有
効
性

効
率
性

・市民や社会の要求に合致しているか。
・上位施策を達成するために必要な事務事業か（目的妥
当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か(公共性・公
益性の度合）

３　評　価　（チェック）

公
平
性

整理番号 47-6

民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

　　　□有　　　　　■無法律で実施が義務付けられている事務事業か

3

選択理由、説明等
評
点

チェック項目

・成果指標値から見て、目標の達成度はどの程度か（達
成度合）
・目的を達成するための手段（実施方法）は有効か（手段
有効度合）
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電話

（第 4 章）

（第 3 節）

（第　 5

①

②

③

①

②

　手　　　段
(ここから活動
指標を導きま
す）

　目　　　的
(ここから成果
指標を導きま
す）

対　　象
(誰､又は何を)

　　 意　　図
（何をねらっている
のか｡対象をどのよう
な状態にしたいの
か）

節
施策

18
年
度
ま
で

19
年
度

市が行った
（行う）事務事
業の具体的
な実施内容
（※団体補助
等の場合は
その補助金
による団体の
活動内容を
記載）

根拠法令等

１　計　画　（プラン）

図書館法、北広島市地域交流センター条例、同施行規則

　図書館・中央公民館図書室（Ｈ１３まで）・団地住民センター図書室・西の里公民館図書
室・大曲会館図書室（Ｈ１７まで）・大曲分館・農民研修センター図書室（Ｈ１７まで）・西部
小分室・移動図書館車で、H18まで249,629冊を収集・整理・保存し、H10～H18までに
4,049,262冊を貸出。

平成19年6月

23,000

　市民及び図書館利用登録者

北広島市図書館資料充実プランに基づき、図書、記録、郷土資料、視聴覚資料、その
他必要な資料や情報を収集、整理、保存し、利用に供することにより、市民に情報と交
流の場を提供し、豊かな地域社会の形成に寄与する。

作成日

社会教育

373-7667

課長職名事務区分

豊かな心と個性ある文化をはぐくむまち

部長職名■自治事務　　□法定受託事務　 川幡博行

　事務事業開始年度

　〃 終了予定年度

新谷良文

整理番号 50-2 作成部署 生涯学習部図書館図書館読書サービス事業事務事業名

　平成19年度事務事業評価調書（継続用）　　　　北広島市

読書活動の充実

上位施策との関
連（総合計画での
位置付け）

　全体で15,000冊の資料の増加、年間530,000冊の貸出を見込む。
　19年度は利用者の登録更新を行い、利用者実数を把握し、第3次実施計画に向けた
サービスの精度向上に努める。

施策）

章

別紙１

Ｈ１０

直接事業費

21,24553,955 21,897

21,897

地方債

一般財源

国支出金

9,000 9,000

17年度（決算）

4.50 4.50

53,955 21,245 23,000

活動指標
（事務事業の
活動量や実

績）

40 43

市内利用登録者

年間増加冊数

8

15,00015,000

人

冊

23,00024,530 26,517 21,500

12,171 14,833

2.00

9,000

18,000

48,897

3.00

9,000

41,000

【事務事業を評価する指標（ものさし）】

指　標　名
17年度

指　　　　　標　　　　　値

18年度単位 20年度（目標）19年度（目標）

　総　事　業　費 ①＋④ 94,455 61,745

区　　　　分

人 　件 　費
（概算）

道支出金

①合　計

②人　数（年間）

19年度（予算） 20年度（予定）18年度（決算）

（単位：千円）【事業費の推移】

２　実　施　（ドゥ）

③１人当り年間平均人件費

④＝②×③ 40,50040,500 27,000

その他特財

530,000

9

37

530,000

9冊

成果指標
（目的の達成
度を測るもの

さし）

【指標の定義（算式等）】

市内登録者÷平成18年度末人口
×100

【指標の定義（算式等）】

人口一人当たり年間貸出冊数

年間貸出冊数÷平成18年度末人口

9

35

531,959貸出冊数

登録率

478,381

％

冊

4



□

□

□

■

□拡大重点化
■現状継続
□見直し
□統合
□休・廃止
□終了

□終了

□拡大重点化

□統合

今後の方向性

行財政構造改革推進
本部の総合判定

　生涯学習活動をより一層活性化できるように、委託
による民間事業者や地域のボランティア等の民間活力
を得て充実を図る。
　また、課題の残る団地・西の里地区の学習拠点整備
を検討してゆく。

　図書館の蔵書等資料の充実を今後とも継続するとと
もに各地区図書室の均衡のとれたサービスが図られ
るよう計画的な整備を検討する。

【１次評価】

■拡大重点化
□現状継続
□見直し

事務事業担当部局の
総合判定

　４　適切（十分）　　３　概ね適切（十分）　　２　改善の余地がある　　１　不適切（不十分）　　－　該当なし

今後の方向性

【外部評価】

【２次評価】

外部評価委
員会の総合

判定

　市民の知的欲求、生涯学習の場と
しての一定の目的を果たしており、今
後も業務委託職員の司書資格保有
率の高さを維持しながら、嘱託職員
や地域ボランティアの活動の場をさら
に拡大することが望ましい。
　北広島団地、西の里の「地区図書
館」は、設備拡大より地域の実情に
合わせた個性ある学習の拠点化を目
指し、図書取り寄せシステム、巡回図
書館の活用・充実などと合わせなが
ら、中央・地区図書館の役割分担を
明確にすべきである。 □休・廃止

□終了

□統合
□休・廃止

　生涯学習に対する市民の要望は大きく、それの一翼
を担う図書館の読書サービスは必要な業務である。

　貸出冊数、利用者登録率の推移を見ても、定着して
おり、１８年度については分館開館による効果のため、
大きな伸びを示している。

民間活力の
活用性評価
（事業担当部
局が評価）

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

民間等で実施または協働して取り組むべきである。

現在一部民間等で実施している。または市民等と協働して実施している。

　１９年度より窓口等業務委託を開始し、より効率的な
サービスを展開している。

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏ってい
ないか。

　図書館法の定めにより原則無料だが、デジタル情報の提
供や複写料金、事業参加料等の受益者負担が妥当と判断さ
れる部分は徴収している。大曲・西部の拠点化は進んだが、
団地・西の里地区の整備が今後の課題である。

評点区分

４　総合判定と今後の方向性（アクション）

[※参考]

前年度の
２次評価

　判　　　　定

拡大重点化

今後の方向性

今後の方向性（課題と解決方法等）

　利用者の登録率、貸出冊数から、利用者のサービスへの満足度が現れており、高い評価
ができる。
　今後もサービスの充実を図りながら、各地区での生涯学習活動をより一層活性化できるよう
事業を展開すること。

■現状継続
□見直し

4

・投入した予算や人員に見合った効果が得られているか
（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか（同じ経費でもっと効率
的な方法はないか）

妥
当
性

4

4

有
効
性

効
率
性

・市民や社会の要求に合致しているか。
・上位施策を達成するために必要な事務事業か（目的妥
当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か(公共性・公
益性の度合）

３　評　価　（チェック）

公
平
性

整理番号 50-2

民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

　　　□有　　　　　■無法律で実施が義務付けられている事務事業か

3

選択理由、説明等
評
点

チェック項目

・成果指標値から見て、目標の達成度はどの程度か（達
成度合）
・目的を達成するための手段（実施方法）は有効か（手段
有効度合）

5



電話

（第 1 章）

（第 3 節）

（第　 1

③１人当り年間平均人件費
人 　件 　費

（概算）

1,710 1,710 1,710　総　事　業　費 ①＋④

④＝②×③

②人　数（年間）

事務事業開始年度

区　　　　分

直接事業費

国支出金

道支出金

一般財源

2歳児の幼稚園就園　45名　補助率1/3　補助金額　年額　36000円　(但し、満3歳になる前
月まで)

①合　計

20年度予定額

その他特財

地方債

0

　目　　　的
(ここから成果
指標を導きま
す）

対　　象
(誰､又は何を)

　　　意　　図
（何をねらっているの
か｡対象をどのような
状態にしたいのか）

2歳児で幼稚園に入園する保護者

2歳児の幼稚園教育を体験する機会の増加。

（単位：千円）【費用の予定額】

20年度

21年度

　手　　　段
(ここから活動
指標を導きま
す）

市が行う
事務事業
の具体的
な実施内
容
（※補助
金等の場
合は団体
等の活動
内容）

22年度
2歳児の幼稚園就園　45名　補助率1/3　補助金額　年額　36000円　(但し、満3歳になる前
月まで)

別紙２

38整理番号

事務区分 □自治事務　　□法定受託事務　

 平成19年度事務事業評価調書（新規用）　　　　 北広島市

保健福祉部児童家庭
課

八町史郎課長職名

内線　801

平成１９年８月

事務事業名

作成日高田信夫部長職名

作成部署幼稚園就園準備補助金

21年度予定額

0.10

9,000

900

810

9,000

0.10

22年度予定額 23年度以降[毎年］

児童福祉

810

810

810

20
根拠法令等

上位施策との関連
（総合計画での位
置付け）

　〃 終了予定年度

　計　画　

事務事業の概要

節

平成16年度より北広島市では構造改革特区として幼稚園で2歳児の受け入れを行っている。平成18年度
よりこれらの園児を対象に幼稚園就園奨励費補助と同内容で補助を行い保護者の負担軽減を図ってき
たが、平成20年度より特区の扱いがはずれ、2歳児入園が正式な園児ではないものの、全国展開される
ことになる。これを契機に制度の見直しを行い2歳児については独自の政策として補助を継続するもので
ある。

23年度
以降

2歳児の幼稚園就園　45名　補助率1/3　補助金額　年額　36000円　(但し、満3歳になる前
月まで)

2歳児の幼稚園就園　45名　補助率1/3　補助金額　年額　36000円　(但し、満3歳になる前
月まで)

章 安全で安心できるまち

施策）子育て支援の充実施策

9,000

0.10

810

0.10

9,000

900

810

900

900

900



【事務事業を評価する指標（ものさし）】

①

②

③

①

②

□

□

■

評点区分 　４　適切（十分）　　３　概ね適切（十分）　　２　改善の余地がある　　１　不適切（不十分）　　－　該当なし

緊
急
性

・すぐ実施する必要があるか、熟度は高まっているか（緊急
度合）

4
平成19年度までの補助実績があるため形を変えて補
助を継続

公
平
性

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏っていな
いか。

-
3歳以上児の国の補助制度より金額的には下回る補
助内容となる。

効
率
性

・投入する予算や人員に見合った効果が期待できるか（費
用対効果の度合）
・事業の実施方法は効率的か（同じ経費でもっと効率的な方
法はないか）

3 2歳児の幼稚園教育の体験機会が確保される。

有
効
性

・成果指標値から見て、目標の達成度はどの程度か（達成
度合）
・目的を達成するための手段（実施方法）は有効か（手段有
効度合）

4 入園児童数の実績による。

チェック項目
評
点

選択理由、説明等

妥
当
性

・市民や社会の要求に合致しているか。
・上位施策を達成するために必要な事務事業か（目的妥当
性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か(公共性・公益
性の度合）

4 早くから幼児教育に関わることにより効果。

民間等での実施または市民等との協働の可能性はほとんどない。

幼稚園就学前2歳児園児童保護者への補助

入園児童数

4545 45

21年度目標 22年度目標

整理番号 38

最終目標単位

２　指　標

名
【指標の定義（算式等）】

指　　　　　標　　　　　値

20年度目標

名 45

【指標の定義（算式等）】

成果指標
（目的の達成
度を測るもの

さし）

指　標　名

活動指標
（事務事業の
活動量や実

績）

事業
担当
部局

2年間の補助実績があり、保護者の中にも制度が浸透しているため、特区制度の適用がなくなっても補助
基準を変更して実施する必要がある。

３　評　価　

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

行革
本部

引き続き幼稚園での子育て支援を確保するものであり、妥当性が高い。

民間等で実施または協働して取り組むべきである。

　　　□有　　　　　■無

民間活力の活用性評価
（事業担当部局が評価）

法律で実施が義務付けられている事務事業か

説明

（上記
評価の
総合的
な説明）



電話

（第 2 章）

（第 4 節）

（第　 1

4,500

94,625

13,500

30,741

9,000

0.50

82,819

1.50

9,000

2,700

平成２０年度中に家庭ごみの減量化・資源化、ごみ処理費用の住民負担の公平化、ごみ処理に対する住
民意識の向上、市のごみ処理施策に対する財源負担の軽減のため、指定袋による家庭ごみの有料化を
実施する。また、これらの事業を推進していくための施策として、ごみ袋等の作成、保管、配送、収納業務
等の整備を行い、その後も家庭ごみの減量化とリサイクルの推進を図るため、同業務等を継続する。

23年度
以降

家庭ごみ有料化を継続するため、ごみ袋等の作成、一般廃棄物指定収集袋収納等事務
の委託、ごみ適正排出協力員制度の継続、ごみステーション整備や集団資源回収ストック
ヤード整備のための助成事業の継続などを行い、家庭ごみの減量化、リサイクルの推進
を図る。

家庭ごみ有料化を継続するため、ごみ袋等の作成、一般廃棄物指定収集袋収納等事務
の委託、ごみ適正排出協力員制度の継続、ごみステーション整備や集団資源回収ストック
ヤード整備のための助成事業の継続などを行い、家庭ごみの減量化、リサイクルの推進
を図る。

章 環境と共生する快適なまち

施策）ごみの減量とリサイクル施策

H18
根拠法令等

上位施策との関連
（総合計画での位
置付け）

　〃 終了予定年度

　計　画　

事務事業の概要

節 廃棄物とリサイクル

70,691 82,819

21年度予定額

0.30

9,000

2,700

9,000

0.30

22年度予定額 23年度以降[毎年］

82,81982,81970,691

平成１９年１０月

事務事業名

作成日石井　潤一郎部長職名

作成部署ごみ有料化対策事業

別紙２

17整理番号

事務区分 ■自治事務　　□法定受託事務　

 平成19年度事務事業評価調書（新規用）　　　　 北広島市

環境部廃棄物対策課

塚崎　俊典課長職名

内線　606

（単位：千円）【費用の予定額】

20年度

21年度

　手　　　段
(ここから活動
指標を導きま
す）

市が行う
事務事業
の具体的
な実施内
容
（※補助
金等の場
合は団体
等の活動
内容）

22年度

家庭ごみ有料化を継続するため、ごみ袋等の作成、一般廃棄物指定収集袋収納等事務
の委託、ごみ適正排出協力員制度の継続、ごみステーション整備や集団資源回収ストック
ヤード整備のための助成事業の継続などを行い、家庭ごみの減量化、リサイクルの推進
を図る。

　目　　　的
(ここから成果
指標を導きま
す）

対　　象
(誰､又は何を)

　　　意　　図
（何をねらっているの
か｡対象をどのような
状態にしたいのか）

全市民

平成１９年３月のクリーン北広島推進審議会の答申、ごみの排出抑制、資源化の推進、負
担の公平性の観点から、「排出量に応じた費用負担が必要であると考え、有料化の導入
は止むを得ないものと判断する。」を受け、平成２０年度中に家庭ごみの有料化を実施し、
家庭ごみの減量化とリサイクルの推進を図る。

①合　計

20年度予定額

その他特財

地方債

50,384

81,125

②人　数（年間）

事務事業開始年度

区　　　　分

直接事業費

国支出金

道支出金

一般財源

家庭ごみ有料化の実施に向け、ごみ袋等の作成、一般廃棄物指定収集袋収納等事務の
委託、啓発チラシ等の作成、ごみ適正排出協力員制度の構築、ごみステーション整備や
集団資源回収ストックヤード整備のための助成事業の実施などを行い、家庭ごみの減量
化、リサイクルの推進を図る。

④＝②×③

③１人当り年間平均人件費
人 　件 　費

（概算）

75,191 85,519 85,519　総　事　業　費 ①＋④



【事務事業を評価する指標（ものさし）】

①

②

③

④

①

②

■

□

□

6ｇ／人・日 6 6 6

行革
本部

ごみの減量化と資源化の促進を目指し、市民と一体となった取組みが必要であり、有効性や緊急性など
が高い。

年度ごと数値目標－151ｇ(H14実績)

民間等で実施または協働して取り組むべきである。

　　　□有　　　　　■無

民間活力の活用性評価
（事業担当部局が評価）

法律で実施が義務付けられている事務事業か

説明

（上記
評価の
総合的
な説明）

事業
担当
部局

道央地域ごみ処理広域化推進協議会で計画していた可燃ごみの焼却施設建設が遅延しているため、最
終処分場の延命化対策が急務である。家庭ごみの有料化は、ごみの減量化と資源化を促進させ、また、
公平な費用負担や責任の明確化を図ることができる。さらに、新たなごみ処理費用の財源確保も可能と
なる施策である。

３　評　価　

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

成果指標
（目的の達成
度を測るもの

さし）

指　標　名

活動指標
（事務事業の
活動量や実

績） 粗大ごみの再生利用

【指標の定義（算式等）】

150150

301

指　　　　　標　　　　　値

20年度目標

ｇ／人・日

ｇ／人・日

ｇ／人・日

50

ｇ／人・日
【指標の定義（算式等）】

301

130 130

150 150

301 301

整理番号 17

最終目標単位

２　指　標

130

21年度目標 22年度目標

130

ｇ／人・日 115 115 115 115

民間等での実施または市民等との協働の可能性はほとんどない。

厨芥類の減量（排出抑制）

集団資源回収量

資源ごみ回収量

150ｇダイエット計画数値目標　計

平成１４年度との比較

5050 50

チェック項目
評
点

選択理由、説明等

妥
当
性

・市民や社会の要求に合致しているか。
・上位施策を達成するために必要な事務事業か（目的妥当
性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か(公共性・公益
性の度合）

4

市内で発生する一般廃棄物の処理は市に責任があ
る。ごみの減量化、資源化を目的とした家庭ごみの有
料化は、ごみの減量化と資源化に対する市民意識を
高め、公平な費用負担や責任の明確化を図り、新た
なごみ処理費用のための財源確保が可能となる。

有
効
性

・成果指標値から見て、目標の達成度はどの程度か（達成
度合）
・目的を達成するための手段（実施方法）は有効か（手段有
効度合）

4

ごみの減量化、資源化を目的とした家庭ごみの有料
化は、ごみの減量化と資源化に対する市民意識を高
め、公平な費用負担や責任の明確化を図るため、有
効な施策である。

効
率
性

・投入する予算や人員に見合った効果が期待できるか（費
用対効果の度合）
・事業の実施方法は効率的か（同じ経費でもっと効率的な方
法はないか）

4
家庭ごみの有料化は、ごみの減量化と資源化に対す
る市民意識を高められ、ごみの減量化、資源化が図
られると考えられる。

公
平
性

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏っていな
いか。

4

家庭ごみ有料化は、ごみを排出する全市民を対象としてお
り、適正と考える。また、市民の皆さんが負担するごみ処
理手数料は、ごみ処理費用や、資源化のための中間処理
経費などのほか環境整備等の施策にも活用できることか
ら適切である

評点区分

緊
急
性

・すぐ実施する必要があるか、熟度は高まっているか（緊急
度合）

4

広域廃棄処理施設の供用開始が平成２７年度以降と
なることから、現状のままでいくと第５期最終処分場が
６年間で満杯になるため、最終処分場の延命化対策
が急務である。



電話

（第 6 章）

（第 3 節）

（第　 1

1,800

5,600

1,800

3,800

9,000

0.20

3,800

0.20

9,000

1,800

空き店舗については、近年、増加傾向にあることから、商工会と連携して空き店舗の利用を促進する。

23年度
以降

空き店舗に係る補助金利用状況を考慮しながら、平成23年度以降について検討する。

●補助金
　・改装費補助　2,000千円×1件＝2,000千円（対象経費　内装改修 2分の1以内　上限
2,000千円）
　・家賃補助 　   　900千円×2件＝1,800千円（家賃の2分の1以内　上限　月額75千円）
                                          計　3,800千円

章 力強い産業活動が展開されるまち

施策）商業活性化の促進施策

H20
根拠法令等

上位施策との関連
（総合計画での位
置付け）

　〃 終了予定年度

　計　画　

事務事業の概要

節 商　業

3,800

3,800

0

21年度予定額

9,000

0

3,800

9,000

0.20

22年度予定額 23年度以降[毎年］

平成１９年８月

事務事業名

作成日赤沼　正三部長職名

作成部署空き店舗利用促進事業

別紙２

76整理番号

事務区分 ■自治事務　　□法定受託事務　

 平成19年度事務事業評価調書（新規用）　　　　 北広島市

商業労働課
商業振興担当

田中　均課長職名

内線857

（単位：千円）【費用の予定額】

20年度

21年度

　手　　　段
(ここから活動
指標を導きま
す）

市が行う
事務事業
の具体的
な実施内
容
（※補助
金等の場
合は団体
等の活動
内容）

22年度

●補助金
　・改装費補助　2,000千円×1件＝2,000千円（対象経費　内装改修 2分の1以内　上限
2,000千円）
　・家賃補助 　   　900千円×2件＝1,800千円（家賃の2分の1以内　上限　月額75千円）
                                          計　3,800千円

　目　　　的
(ここから成果
指標を導きま
す）

対　　象
(誰､又は何を)

　　　意　　図
（何をねらっているの
か｡対象をどのような
状態にしたいのか）

空き店舗を利用して開業する事業者に対して補助事業を行なう北広島商工会。

空き店舗の活用により開業する事業者に対し開設に要する経費の一部を補助する商工
会に対し補助相当額を助成することにより、商店街の活性化を図る。

①合　計

20年度予定額

その他特財

地方債

3,800

②人　数（年間）

事務事業開始年度

区　　　　分

直接事業費

国支出金

道支出金

一般財源

●補助金
　・改装費補助　2,000千円×1件＝2,000千円（対象経費　内装改修 2分の1以内　上限
2,000千円）
　・家賃補助 　   　900千円×2件＝1,800千円（家賃の2分の1以内　上限　月額75千円）
                                          計　3,800千円

④＝②×③

③１人当り年間平均人件費
人 　件 　費

（概算）

5,600 5,600 0　総　事　業　費 ①＋④



【事務事業を評価する指標（ものさし）】

①

②

③

①

②

■

□

□

行革
本部

高齢化が進行するなか、身近な商店街を活性化するうえで妥当性はあるが、実施手法について検討が必
要である。

出店/空き店舗数５９

民間等で実施または協働して取り組むべきである。

　　　□有　　　　　■無

民間活力の活用性評価
（事業担当部局が評価）

法律で実施が義務付けられている事務事業か

説明

（上記
評価の
総合的
な説明）

事業
担当
部局

空き店舗の現状を是正するためには、商工会、商店街が積極的に出店誘導を図ることが重要であり、商
工会が主体となって取組む本事業の展開は、出店効果を発揮すると考える。

３　評　価　

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

成果指標
（目的の達成
度を測るもの

さし）

指　標　名

活動指標
（事務事業の
活動量や実

績）

【指標の定義（算式等）】

5.665.36

指　　　　　標　　　　　値

20年度目標

店 9

％
【指標の定義（算式等）】

5.08 15.25

整理番号 76

最終目標単位

２　指　標

21年度目標 22年度目標

民間等での実施または市民等との協働の可能性はほとんどない。

空き店舗への出店数

空き店の減少率

33 3

チェック項目
評
点

選択理由、説明等

妥
当
性

・市民や社会の要求に合致しているか。
・上位施策を達成するために必要な事務事業か（目的妥当
性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か(公共性・公益
性の度合）

4
商店主の高齢化、後継者不足、大型店の進出などの
影響により空き店舗となっており、商店街の集客、賑
わいづくりのため、出店を促進する必要がある。

有
効
性

・成果指標値から見て、目標の達成度はどの程度か（達成
度合）
・目的を達成するための手段（実施方法）は有効か（手段有
効度合）

3
出店に際しての初期投資などの一部を助成し、負担
を軽減することにより開業への動機付けとなる。

効
率
性

・投入する予算や人員に見合った効果が期待できるか（費
用対効果の度合）
・事業の実施方法は効率的か（同じ経費でもっと効率的な方
法はないか）

3

商工会は、商店街を通じて空き店舗状況の把握を進
めており、本事業の主体として取組むことは出店希望
者への情報提供など効率的に対応できる。　市は、商
工会の助成実績相当額を補助金として交付する。

公
平
性

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏っていな
いか。

ー

評点区分 　４　適切（十分）　　３　概ね適切（十分）　　２　改善の余地がある　　１　不適切（不十分）　　－　該当なし

緊
急
性

・すぐ実施する必要があるか、熟度は高まっているか（緊急
度合）

3
空き店舗は、近年増加しており、高齢化が進行する
中、身近な商店街の振興は重要であり、早急に取組
む必要がある。



電話

（第 6 章）

（第 3 節）

（第　 1

・創業支援補助金　　補助対象経費（事業所賃料、謝金、通信費、広告宣伝費）
の2分の1以内　上限　1,000千円　　1件
・選考審査委員報酬　　3名　　42千円　　　　計　1,042千円

2,842

1,800④＝②×③

1,042

9,000

0.20

1,042

0.20

9,000

1,042

1,042

23年度
以降

実施計画3年間の創業の状況を見た上で継続の可否を判断する。

章 力強い産業活動が展開されるまち

施策）商業活性化の促進施策

21年度

・創業支援補助金　　補助対象経費（事業所賃料、謝金、通信費、広告宣伝費）
の2分の1以内　上限　1,000千円  　1件
・選考審査委員報酬　　3名　　42千円　　　　計　1,042千円

・創業支援補助金　　補助対象経費（事業所賃料、謝金、通信費、広告宣伝費）
の2分の1以内　上限　1,000千円　　1件
・選考審査委員報酬　　3名　　42千円　　　　計　1,042千円

H20
根拠法令等

節

　新たに行うコミュニティビジネスの計画を持ち、公募に応じ、事業化の可能性などの審査を経て決定した
ものに対し、創業年度に必要な経費の一部を助成する。

上位施策との関連
（総合計画での位
置付け）

　〃 終了予定年度

　計　画　

事務事業の概要

商　業

0

21年度予定額

9,000

0

1,042

9,000

0.20

22年度予定額 23年度以降[毎年］

平成１９年８月

事務事業名

作成日赤沼　正三部長職名

作成部署コミュニティビジネス創業支援事業

別紙２

75整理番号

事務区分 ■自治事務　　□法定受託事務　

 平成19年度事務事業評価調書（新規用）　　　　 北広島市

商業労働課
商業振興担当

田中　均課長職名

内線857

　手　　　段
(ここから活動
指標を導きま
す）

市が行う
事務事業
の具体的
な実施内
容
（※補助
金等の場
合は団体
等の活動
内容）

22年度

1,042

（単位：千円）【費用の予定額】

20年度

20年度予定額

その他特財

　目　　　的
(ここから成果
指標を導きま
す）

対　　象
(誰､又は何を)

　　　意　　図
（何をねらっているの
か｡対象をどのような
状態にしたいのか）

少子高齢化、環境問題などの地域課題に対応したコミュニティビジネスに新たに取組む団
体等。

豊かな地域社会づくりと地域経済の活性化を図る。

地方債

②人　数（年間）

事務事業開始年度

区　　　　分

直接事業費

国支出金

道支出金

一般財源

①合　計

1,8001,800

③１人当り年間平均人件費
人 　件 　費

（概算）

2,842 2,842 0　総　事　業　費 ①＋④



【事務事業を評価する指標（ものさし）】

①

②

③

①

②

■

□

□

行革
本部

多様化する地域ニーズへの対応など地域貢献性をもつコミュニティビジネスへの支援から妥当性がある
が、事業の継続の確保など有効性を高める必要がある。

民間等で実施または協働して取り組むべきである。

　　　□有　　　　　■無

説明

（上記
評価の
総合的
な説明）

事業
担当
部局

コミュニティビジネスの展開は、地域の課題の解決と活性化をもたらすものであり、起業者への助言、指
導も含め助成制度の普及に努める。

民間等での実施または市民等との協働の可能性はほとんどない。

選択理由、説明等

20年度目標

件 3

成果指標
（目的の達成
度を測るもの

さし）

指　標　名

活動指標
（事務事業の
活動量や実

績）

【指標の定義（算式等）】

【指標の定義（算式等）】

指　　　　　標　　　　　値

３　評　価　

民間等での実施または市民等との協働が可能である。
民間活力の活用性評価
（事業担当部局が評価）

法律で実施が義務付けられている事務事業か

チェック項目
評
点

創業数

整理番号 75

最終目標単位

２　指　標

21年度目標 22年度目標

11 1

妥
当
性

・市民や社会の要求に合致しているか。
・上位施策を達成するために必要な事務事業か（目的妥当
性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か(公共性・公益
性の度合）

4
地域のニーズや課題を解決する地域貢献性を持つコ
ミュニティビジネスは、地域社会、経済の融和、活性
化につながるものである。

有
効
性

・成果指標値から見て、目標の達成度はどの程度か（達成
度合）
・目的を達成するための手段（実施方法）は有効か（手段有
効度合）

3
運営費の一部を助成することにより、円滑な創業を助
長する。

効
率
性

・投入する予算や人員に見合った効果が期待できるか（費
用対効果の度合）
・事業の実施方法は効率的か（同じ経費でもっと効率的な方
法はないか）

3

創業助成のほか、運営、経営のアドバイザーによる相
談、指導体制も整え、事業の継続性、収益性を確保
する。　創業者に直接的に助成、指導を行うので効率
性が高い。

公
平
性

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏っていな
いか。

ー

評点区分 　４　適切（十分）　　３　概ね適切（十分）　　２　改善の余地がある　　１　不適切（不十分）　　－　該当なし

緊
急
性

・すぐ実施する必要があるか、熟度は高まっているか（緊急
度合）

3 創業へ向け、調査、検討を進めている団体がある。



電話

（第 6 章）

（第 1 節）

（第　 3

別紙２  平成19年度事務事業評価調書（新規用）　　　　 北広島市

整理番号 72 事務事業名 農地改良（暗渠排水・農地復元）事業 作成部署 経済部農政課 内線　852

事務区分 ■自治事務　　□法定受託事務　 部長職名 赤沼正三 課長職名 加藤正人 作成日 平成１９年９月

事務事業開始年度 Ｈ20
根拠法令等

　〃 終了予定年度

上位施策との関連
（総合計画での位
置付け）

章 力強い産業活動が展開されるまち

節 農業

施策 生産・流通の振興 施策）

事務事業の概要

透排水性が不良である農地において暗渠排水整備の実施に助成するとともに、遊休地の流動化を促進
するため復元への助成をする。
・Ｈ20～Ｈ22
暗渠排水総面積　51.75ha   （市　1/3、JA　1/3、受益者　1/3　　800円／ｍ×51,750ｍ＝41，400千円）
・Ｈ20～Ｈ22
復元費助成　　遊休地120ｈａの10％の12ｈａ　（8,200円／10ａ×1,200ａ＝984千円）

　計　画　

　目　　　的
(ここから成果
指標を導きま
す）

対　　象
(誰､又は何を)

透排水不良農地及び遊休農地

　　　意　　図
（何をねらっているの
か｡対象をどのような
状態にしたいのか）

転作田を含む農地において作物の品質向上、安定生産確保は不可欠であるため暗渠排
水整備の実施に助成し収益性の高い品目の生産面積拡大を図る。また、現在借り手がい
ない遊休地の流動化を促進する。

　手　　　段
(ここから活動
指標を導きま
す）

市が行う
事務事業
の具体的
な実施内
容
（※補助
金等の場
合は団体
等の活動
内容）

20年度
・排水暗渠整備　　　17.25ha（17250ｍ）　17250m×800円×1/3=4,600千円
・復元助成　4ｈａ　8,200円／10ａ　　400ａ×8，200円＝328千円
計4，928千円

21年度
・排水暗渠整備　　　17.25ha（17250ｍ）　17250m×800円×1/3=4,600千円
・復元助成　4ｈａ　8,200円／10ａ　　400ａ×8，200円＝328千円
計4，928千円

22年度
・排水暗渠整備　　　17.25ha（17250ｍ）　17250m×800円×1/3=4,600千円
・復元助成　4ｈａ　8,200円／10ａ　　400ａ×8，200円＝328千円
計4，928千円

23年度
以降

第３次実施計画後における未実施農地の透水状況と需用及び復元可能農地を調査し判
断する。

【費用の予定額】 （単位：千円）

区　　　　分 20年度予定額 21年度予定額 22年度予定額 23年度以降[毎年］

直接事業費

国支出金

地方債

一般財源 4,928 4,928

道支出金

その他特財

450

4,928

①合　計 4,928 4,928 4,928 0

0.05

9,000

②人　数（年間） 0.05 0.05

③１人当り年間平均人件費 9,000 9,000 9,000

450 0

　総　事　業　費 ①＋④ 5,378 5,378 5,378 0

人 　件 　費
（概算）

④＝②×③ 450



【事務事業を評価する指標（ものさし）】

①

②

③

①

②

■

□

□

整理番号 72

２　指　標

指　標　名
指　　　　　標　　　　　値

単位 20年度目標 21年度目標 22年度目標 最終目標

活動指標
（事務事業の
活動量や実

績）

暗渠整備等実施面積 ｈａ 17.25 17.25 17.25

復元面積 ｈａ 4 4 4

成果指標
（目的の達成
度を測るもの

さし）

対象地への作付又は賃借の実績

％ 100

収量の増加又は品質向上

％ 100

100 100
【指標の定義（算式等）】

作付、賃借実績／整備、復元面積

100 100
【指標の定義（算式等）】

対前年実績等

３　評　価　

チェック項目
評
点

選択理由、説明等

妥
当
性

・市民や社会の要求に合致しているか。
・上位施策を達成するために必要な事務事業か（目的妥当
性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か(公共性・公益
性の度合）

3
耕作地の維持と遊休農地の流動化により、生産性の
向上が図られ、農協との協同事業であることから関与
は適切である。

有
効
性

・成果指標値から見て、目標の達成度はどの程度か（達成
度合）
・目的を達成するための手段（実施方法）は有効か（手段有
効度合）

4
収益性の高い圃場を安定的に確保するため有効であ
る。

効
率
性

・投入する予算や人員に見合った効果が期待できるか（費
用対効果の度合）
・事業の実施方法は効率的か（同じ経費でもっと効率的な方
法はないか）

4
農産物の価格は低迷しており、農家個々の投資は極
力抑えることで収益性が向上するものである。

公
平
性

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏っていな
いか。

3
食料供給地の改良であり市、受益者、生産者団体の
負担割合は適切である。

緊
急
性

・すぐ実施する必要があるか、熟度は高まっているか（緊急
度合）

3
改良を必要とし需用も多数あることから早急な着手を
要する。

評点区分 　４　適切（十分）　　３　概ね適切（十分）　　２　改善の余地がある　　１　不適切（不十分）　　－　該当なし

法律で実施が義務付けられている事務事業か 　　　□有　　　　　■無

民間活力の活用性評価
（事業担当部局が評価）

民間等での実施または市民等との協働の可能性はほとんどない。

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

民間等で実施または協働して取り組むべきである。

説明

（上記
評価の
総合的
な説明）

事業
担当
部局

暗渠整備による透水性向上は生産性を上げ、優良な食料供給地として有効に活用される。さらに、遊休
農地の復元も農産物の安定生産に資することから、継続的に実施する必要がある事業であり、北広島市
農地保全にも大いに有効である。

行革
本部

農地の流動化に向け収益性の高い農地の確保は必要だが、効率的な実施手法について検討が必要で
ある。




